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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成25年２月 平成26年２月 平成27年２月 平成28年２月 平成29年２月

売上高 (千円) 4,298,020 4,124,126 3,793,695 3,890,623 ―

経常利益 (千円) 365,179 321,574 271,785 165,192 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) 193,602 148,120 157,352 84,780 ―

包括利益 (千円) 433,070 211,773 230,071 65,364 ―

純資産額 (千円) 3,985,370 4,085,962 4,204,188 4,150,823 ―

総資産額 (千円) 4,975,962 4,873,323 5,064,010 5,031,347 ―

１株当たり純資産額 (円) 1,012.48 1,039.73 1,065.39 1,050.40 ―

１株当たり当期純利益 (円) 49.65 37.97 40.15 21.56 ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 49.12 37.49 39.77 21.41 ―

自己資本比率 (％) 79.3 83.3 82.6 82.3 ―

自己資本利益率 (％) 5.1 3.7 3.8 2.0 ―

株価収益率 (倍) 16.1 21.1 21.4 37.1 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 178,129 213,631 337,411 236,740 ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △254,813 △436,095 △546,637 △158,013 ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △117,025 △116,985 △117,166 △118,846 ―

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 2,250,030 1,909,485 1,596,534 1,547,244 ―

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
103 112 108 115 ―
(159) (176) (177) (185) (―)

 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は、就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含んでおります。）を表示しております。

３．平成24年５月11日開催の第28期定時株主総会決議により、決算日を２月20日から２月末日に変更いたしまし

た。従って第29期は平成24年２月21日から平成25年２月28日の12ヶ月８日となっております。

４．第33期より連結財務諸表を作成しておりませんので、第33期の連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成25年２月 平成26年２月 平成27年２月 平成28年２月 平成29年２月

売上高 (千円) 4,296,981 4,118,096 3,793,037 3,890,623 3,763,450

経常利益 (千円) 449,889 392,461 266,396 179,202 83,513

当期純利益 (千円) 235,670 55,502 114,042 93,470 36,153

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 444,000 445,347 451,184 454,779 455,494

発行済株式総数 (株) 3,900,000 3,906,000 3,928,400 3,941,400 3,944,400

純資産額 (千円) 4,044,088 4,077,189 4,149,429 4,117,522 3,988,548

総資産額 (千円) 5,021,302 4,835,285 5,007,348 4,990,220 4,713,460

１株当たり純資産額 (円) 1,031.40 1,037.48 1,052.31 1,041.95 1,008.29

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配
当額)

(円)
30.00 30.00 30.00 30.00 30.00

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 60.43 14.22 29.10 23.77 9.17

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 59.80 14.04 28.82 23.60 9.12

自己資本比率 (％) 80.1 83.8 82.6 82.3 84.4

自己資本利益率 (％) 6.1 1.4 2.8 2.3 0.9

株価収益率 (倍) 13.2 56.4 29.5 33.6 87.6

配当性向 (％) 49.6 210.8 103.1 126.2 327.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― 229,484

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― △294,971

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― △130,425

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) ― ― ― ― 1,295,919

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
95 103 108 115 119

(159) (176) (177) (185) (199)
 

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）

を表示しております。

３．平成24年５月11日開催の第28期定時株主総会決議により、決算日を２月20日から２月末日に変更いたしまし

た。従って第29期は平成24年２月21日から平成25年２月28日の12ヶ月８日となっております。

４．第32期まで連結財務諸表を作成しておりますので、第32期までの持分法を適用した場合の投資利益、営業活

動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並

びに現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

５．第33期の持分法を適用した場合の投資利益は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい非連結

子会社であるため記載をしておりません。
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２ 【沿革】
 

年月 事項

昭和59年11月
東京都中央区において、「配偶者選択過程における、結婚適合性診断とそれに基づく情報提供と
見合いの斡旋」を目的として株式会社ツヴァイを創立する。

昭和60年２月 東京本社営業開始

昭和60年８月 大阪支社営業開始

昭和60年11月 名古屋支社営業開始

昭和62年11月
読売文化センターと業務提携し、サークル名称を「よみうり・ツヴァイサークル（ＹＺＣ）とす
る。

昭和63年３月 写真データサービス開始（アルバム方式からモニター画面による閲覧）

平成２年11月 結婚情報サービス協議会（業界団体）設立、初代理事長に社長就任

平成３年３月 法人会員制度発足

平成３年５月 ウエディングサービス開始（式場、ジュエリー、旅行等の斡旋）

平成５年11月
創立10周年記念行事として成婚退会者ＯＢ会（エバーグリーンサークル）を発足し、記念パー
ティ開催

平成６年１月 月会費制度開始（全額前払いの前納制から変更）

平成６年３月 会報誌による誌上の出会いサービス「出会いの広場」のサービス開始

平成11年３月 プライバシーマーク認証取得

平成13年７月 コンタクトシステム（紹介書による交際の申込・承諾・断り）の開始

平成14年８月 よみうり・ツヴァイサークルからイオン・ツヴァイサークル（ＡＺＣ）に名称変更

平成15年２月 本社移転（東京都中央区八重洲から東京都千代田区内幸町へ）

平成16年１月 特定商取引に関する法律（特定継続的役務提供）の改正に伴い、対応商品の販売

平成16年９月
ＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制度）認証取得およびＢＳ７７９
９（セキュリティポリシー国際標準）認証取得

平成16年10月 日本証券業協会に株式店頭登録

平成16年12月 ジャスダック証券取引所に株式上場（日本証券業協会への株式店頭登録を取り消し）

平成17年６月 結婚相手紹介サービス連合会を結成および加盟

平成17年12月 ＩＳＯ２７００１（情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制度）認証取得

平成18年３月 結婚情報サービス協議会脱会

平成19年12月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成20年２月 ジャスダック証券取引所の上場廃止

平成20年２月 前受金保全措置の実施

平成20年12月 結婚相手紹介サービス業認証（マル適マーク）取得

平成20年12月 クラブセンチュリアンのサービス（専任のコンシェルジュによるプレミアムなサービス）開始

平成21年３月 パーティ・交流会事業「クラブチャティオ」開始

平成21年４月
ショッピングセンター初出店となる「Ｂｅｇｉｎ’ｓ ｓａｌｏｎ モゾワンダーシティ」オープ
ン（名古屋モゾワンダーシティ内）
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年月 事項

平成22年12月 価値観を重視した出会いの仕組み「愛・コンパス」を導入

平成23年12月 ZWEI（THAILAND）CO.,LTD. 設立

平成24年６月 ZWEI（THAILAND）CO.,LTD. 営業開始

平成24年10月 ウエディング事業「イオンウエディング」を展開開始

平成24年12月 本社移転（東京都千代田区内幸町から東京都中央区銀座へ）

平成25年３月 イオンウエディング単独店舗を「イオンモールつくば」にオープン

平成25年12月 「幕張新都心店」オープン（イオンモール幕張新都心内）

平成26年５月 ZWEI（THAILAND）CO.,LTD. 事業停止

平成27年３月 基幹システムの刷新

平成27年３月 「ツヴァイ那覇」オープン

平成27年７月 業界団体「結婚相手紹介サービス協議会（ＪＭＩＣ）」発足および加盟

平成27年８月 「ツヴァイ赤坂見附」オープン

平成27年10月 イオンウエディング「定額マリッジ」販売開始

平成28年５月 「イクボス企業同盟」加盟

平成28年10月 会員ポータルサイト（マイページサービス）刷新
 

 

３ 【事業の内容】

(1) 事業の概要

当社の主な業務は、配偶者選択に関して、当社からの情報の提供を主な目的とする入会契約を当社と締結した会

員に対して、会員の結婚に際して希望する条件、価値観等の情報を分析し、相性が合うと判断される会員同士を検

索し、かかる双方の会員に関する情報を双方に同時に提供するサービス（以下「結婚相手紹介サービス」といいま

す。）および付帯する引き合わせサービス、パーティ・イベントの開催、ウエディング関連紹介サービスおよびラ

イフデザインセミナー等を行っております。当社は、これらの業務を、事業区分等を設けることなく単一の事業と

して営んでおります。

また、当社の親会社はイオン株式会社（純粋持株会社）であります。当社はイオン株式会社における事業セグメ

ントの中でサービス・専門店事業に属しております。当社はイオン株式会社との間に資金の寄託運用等の取引を

行っております。

当社の売上高は、①入会金売上（登録料、情報選択料および活動サポート費）、②月会費売上（情報提供料

等）、③周辺事業売上（ライフデザイン事業売上、パーティ・イベント事業売上およびウエディング事業売上）、

および④その他により構成されております。これらの詳細につきましては、下記「(3) 主な会員コース」および

「(4) 会員へのサービス」、ならびに後記「第２ 事業の状況 ２ 生産、受注及び販売の状況　販売実績」をご参照

下さい。
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当社は、特に会員の個人情報の保護への対応および法人会員制度等を特徴とした営業活動を行い（詳細は下記

「(5) 当社の特徴」をご参照下さい。）、新規入会者を獲得しております。平成25年２月期末から平成29年２月期

末までの会員数および男女別会員数は以下のとおりです。

 

 
第29期末

(平成25年２月期末)
第30期末

(平成26年２月期末)
第31期末

(平成27年２月期末)
第32期末

(平成28年２月期末)
第33期末

(平成29年２月期末)

会員数（千人) 35.2 35.5 33.0 32.2 30.2

 男性（千人) 16.9 17.2 16.4 16.0 15.1

 女性（千人) 18.2 18.3 16.6 16.1 15.1
 

 

 
[事業系統図]

（ツヴァイ事業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（その他の事業）

　

(注１)　後記「第２　事業の状況　４　事業等のリスク （1）情報管理体制について　② 業務委託先における情報管

理体制について」をご参照ください。

(注２)　双方向ベストマッチングシステム、ツヴァイ・コンタクトシステム、お引き合わせサービスにつきまして

は、「(4) 会員へのサービス」をご参照ください。

(注３)　マリッジコンサルタントとは、応募者に、サービス内容、会員規約の説明および入会手続き等のサポートを

担当するスタッフです。また、ご入会後の店舗での会員サポートも実施しております。

(注４)　アドバイザーとは、入会後の会員からのシステムについてのお問い合わせや会員活動のサポートを担当業務

とする者であり、手紙、電話、インターネットおよび面談による相談等を行っております。

(注５)　コーディネーターとは、紹介された会員との面会のための場所、時間の調整等の出会いのセッティングサー

ビスをする者のことであり、当社と業務委託契約をしております。

(注６)　ご来店受付センターとは、資料の請求のあった応募者に対して、電話によるコンサルティングの予約業務を

集中的にするところです。2017年２月28日現在で53店舗を対象とした受付体制まで拡大しました。
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(2) 会員登録までの流れ

①　コンサルティングまで

 

(広告出稿)…………………… インターネットを中心に交通広告、雑誌等の媒体で会員募集広告を出稿し

ております。

 
(問合せおよび資料請求)…… 当社の運営する会員組織への入会に興味を持った応募者より、インター

ネット、電話、電子メール、はがき等で問合せまたは資料の請求が入りま

す。

 
(コンサルティングの予約)… 資料の請求があった応募者に対し当社より資料を郵送します。資料を送付

した応募者とコンサルティングの日時を決めます。
 

 

②　会員登録まで

　

(コンサルティング)………… 当社営業拠点に来訪した応募者に、マリッジコンサルタントが、当社の概

要、システムおよび入会の手続き等について説明をします。

 
(モニタリング)……………… 応募者自身のタイプ、また、応募者の結婚相手としてふさわしいパート

ナーのタイプを的確に把握するために、応募者の趣味、考え方、結婚への

理想等について、専用端末にお客さまとともにデータを入力することによ

り、在籍している会員中からコンピュータが、相性が合うと考えられる会

員をリアルタイムで検索します。当社は、適合するパートナー候補人数を

確認し、応募者の希望、パートナー候補人数等に応じ、応募者に対して適

切なコースを勧めます。

　

(入会手続き)………………… 入会申込みの際は、入会契約書の締結、市区町村の発行する独身証明書、

収入証明書および卒業証明書の提出ならびに登録料、情報選択料および活

動サポート費（入会契約締結後１週間以内に支払）が必要となります。入

会に必要な書類がすべて整い次第、入会審査を実施します。入会審査の終

了と同時に会員登録されて正式入会となり、会員証を送付します。会員登

録が行われなかった場合、入会契約は効力を失います。
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(3) 主な会員コース

平成29年２月28日現在の主な会員コースは以下のとおりです。

 

コース名 特徴
年間保証
紹介人数

登録料 情報選択料
活動

サポート費
運営費 情報提供料

パーソナルサ
ポートプラン

お引き合わせが
ついたフルサー
ビスパッケージ

12～72人 32,400円 54,000円 70,200円
月額
1,620円

月額 8,640円
～13,284円

パーソナルサ
ポートプラン
アクティブ

お引き合わせが
つかない割安な
婚活パッケージ

12～72人 32,400円 54,000円 27,000円
月額
1,620円

月額　8,640円
～13,284円

 

(注)　上記登録料、情報選択料、活動サポート費、運営費および情報提供料の金額は、消費税等を含みます。

　

(登録料)…………………会員登録手続きに必要な初期費用として入会時に一括して受領する料金をいいます。

 
(情報選択料)……………「愛・コンパス」の診断・登録及び「価値観マッチング」の情報提供申請に基づく情

報提供に要する費用並びに「価値観マッチング」のシステム維持、管理に要する費用

等として入会時に一括して受領する料金をいいます。

 
(活動サポート費)………施設費用等会員活動を維持するのに必要な費用を入会時に一括して受領する料金をい

います。金額はコース毎に設定しており、中途解約時には返還金計算の対象となりま

す。

 
(運営費)…………………会報誌発行、会員データ維持管理、会員相談に要する費用をいいます。

 
(情報提供料)……………パートナー紹介書が提供された月に受領する料金で金額はコース毎に設定しておりま

す。
 

 

(4) 会員ヘのサービス

①　パートナー紹介書の送達および出会いの機会の提供

当社は、相性・適合性診断に基づいて会員に対して結婚相手候補となるべき会員を紹介するために双方向ベス

トマッチングシステムと称するシステムを採用しております。会員の希望する条件に適合する候補者の選択と同

時に候補者側の希望する要素をその会員がどの程度満たしているかを双方向でコンピュータが分析・検索をしま

す。

互いの希望条件が合致した会員双方に会員ポータルサイトであるマイページサービスを通じパートナー紹介書

を同時送達します。（マイページサービス未利用会員に対しては、郵送にて送達しております。）パートナー紹

介書を各会員に対し月間２度送達することにより、当該会員と相性が適合すると考えられる会員を紹介しており

ます。紹介人数はコースにより異なります。パートナー紹介書には、お相手会員の姓、連絡先等の情報は掲載し

ておりません。

 

パートナー紹介書で紹介された相手会員とのコンタクトを希望する会員は、写真閲覧サービス、ツヴァイ・コ

ンタクトシステムおよびお引き合わせサービスを利用できます。

 

(写真閲覧サービス)………………… マイページサービスでの写真閲覧に同意した会員同士は、ご自身のＰＣ、

スマートフォン、モバイル端末にてマイページ上でお互いの登録写真を閲

覧することができます。

双方もしくは一方の会員がマイページサービス上での写真閲覧に同意して

いない場合は、当社営業拠点の専用端末にて、紹介されたお相手会員の写

真を閲覧することができます。

お相手会員の写真はプライバシー保護のため、閲覧にあたりマイページロ

グインでのユーザー確認や当社専用端末でのお相手会員の会員番号を入力

するなど制御機能を施しております。
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(ツヴァイ・コンタクトシステム)… 紹介された会員同士のコンタクト申込みおよび申込みへの返事を、マイ

ページサービスで24時間受け付けるシステムをいいます。会員が、手元に

届いたパートナー紹介書に記載された相手会員とのコンタクトを希望する

場合、当社は24時間「ツヴァイ・コンタクトシステム」で申込みを受け、

相手会員にコンタクト申込みの意志を伝えます。当該相手会員へのコンタ

クトの希望があった旨の通知には、連絡先などの個人情報は一切含まれて

おりません。相手会員がコンタクト希望を承諾した場合に限り、当社が双

方に各々の連絡先を伝えます。

 
( お 引 き 合 わ せ サ ー ビ

ス)……………　　　　　　　　　　　

会員の希望により、紹介された会員との面会のための場所、時間の調整等

を準備するサービスです。コーディネーターが当該サービスを行います。
 

 

②　パーティおよびイベント等の開催

複数の会員と一度に出会える機会としてパーティ、イベントおよびセミナーを主催しております。全国各地

で、会員を対象とした、10人前後の小パーティから300人を超える大パーティに加え、趣味を活かしたクッキング

パーティ、ゴルフ、ボウリング等のスポーツ大会、クルーザーを借り切ったイベント等を適宜開催しておりま

す。また、会員を対象とし、専門家を招いて話し方、服装の着こなし等に関する各種セミナーを全国各地で開催

しております。また、当社が主催する一般向けパーティ・イベントやライフデザイン事業が開催するミライカ

レッジにも適宜ご案内し、出会いの機会の創出拡大を行っております。

 

③　婚活情報メディア「Ａｉ－ＴＡＳＵ」の配信

「Ａｉ－ＴＡＳＵ」は、パーティ・イベント等の情報、婚活に役立つセミナー等の情報、出会いやデートに役

立つ店舗や映画等の情報、面会から交際までの上手な交際術などのコンテンツを満載した、当社での活動をより

スムーズにしていただくための恋愛・結婚情報メディアとなっております。毎週更新し、マイページサービスに

て閲覧いただいております。

 

④　会員活動のサポート

当社アドバイザーおよび店舗マリッジコンサルタントが必要に応じて、システムについての質問や、相手会員

への返事や、交際について迷っている時等の会員活動期間中の会員からの相談を、手紙、電話、インターネット

および面談によってサポートしております。

 

⑤　ウエディングサービスの紹介等

婚約から挙式までの無料相談サービスをはじめ、会員には、提携ホテル・結婚式場、ウエディング関連商品、

新婚旅行等を、特典または割引をもって紹介しております。

　

⑥　出会い準備講座の実施

ライフデザイン事業で培ったノウハウを会員活動にも導入し、当社にご入会した会員を対象として、幸せにな

るための「出会い準備講座」を実施しております。これから、婚活を始めるにあたっての心構えや結婚について

具体的に考えていただき、理想とする結婚を実現させるためには、どうすればいいのかを楽しく学んでいただく

講座となっております。
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(5) 当社の特徴

当社のサービスの特徴は、①個人情報保護への対応および②法人会員制度にあります。

 

①　個人情報保護への対応

当社は平成11年３月に財団法人日本情報処理開発協会より、プライバシーマーク(注１)の使用許諾企業として

認定を受けております。また、平成16年９月に、ＩＳＭＳ(注２)の認証およびＢＳ７７９９(注３)の認証を同時

取得しております。さらに、平成17年10月国際標準化機構（ＩＳＯ）によりＢＳ７７９９をベースとした情報セ

キュリティマネジメントシステムの国際規格「ＩＳＯ２７００１（注４）」が発行されたことにいち早く対応

し、平成17年12月に規格発行から２ヶ月という短期間で「ＩＳＯ２７００１」を取得しております。

 

当社では会員へ送付するパートナー紹介書に、個人情報保護およびプライバシー保護の観点から、相手会員の

会員番号、ファーストネーム等、最小限の情報を記載しており、相手会員の姓および連絡先等の個人を特定でき

る情報は掲載しておりません。

 

(注１)　プライバシーマークとは、財団法人日本情報処理開発協会により付与される個人情報の取り扱いに関す

る評価認定制度の１つです。ＪＩＳ規格であるＪＩＳＱ１５００１に準拠した個人情報の取り扱いに関

するコンプライアンスプログラム（個人情報保護措置）に基づいて審査を行い、個人情報を正しく扱っ

ている企業を認定します。

(注２)　ＩＳＭＳとは、財団法人日本情報処理開発協会が、平成14年４月から運用を行っている情報セキュリ

ティマネジメントシステムに関する適合性評価制度です。旧通商産業省の「情報処理サービス業情報処

理システム安全対策実施事業所認定制度」に代わる第三者認証制度として運用されています。

(注３)　ＢＳ７７９９とは、British Standard Institution（英国規格協会）によって規定される、企業・団体

向けの情報システムセキュリティ管理のガイドラインです。審査は、英国貿易産業省によって権威付け

されたUnited Kingdom Accreditation Service（英国認定サービス）の下、ＢＳ７７９９審査機関とし

て認定された各国の企業・団体により実施されます。

(注４)　ＩＳＯ２７００１とは、平成17年10月15日に、International Organization for Standardization（国

際標準化機構）により発行された情報セキュリティマネジメントシステムに関する国際標準規格です。

実際の認証制度の運用はＩＳＯ加盟各国の認定機関が行い、審査は各国認定機関により認められた審査

機関により実施されます。この規格は、ＢＳ７７９９－２：２００２をベースとして作られておりま

す。ＩＳＯ２７００１の発行に伴い、一定の移行期間を経て、ＩＳＭＳ認証やＢＳ７７９９認証はすべ

てＩＳＯ２７００１に収斂されることとなります。

 

②　法人会員制度

法人会員制度は、平成３年３月より設けており、各法人の福利厚生の一環として利用されております。当社

は、平成29年２月28日現在、649件の契約により、その対象法人団体数は20,000以上となっております。法人団体

の社員、組合員および職員ならびにその家族（親、子および兄弟姉妹）に当社が法人会員コースとして設定する

結婚相手紹介サービスを提供することを内容とする契約を締結しております。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(親会社)    (被所有)  

イオン株式会社(注)１
千葉県千葉市
美浜区

220,007百万円
純粋持株会
社

68.89
(4.06)

資金の寄託運用等
 

(注) １．有価証券報告書を提出しております。

２．議決権の所有（又は被所有）割合の（　　）内は、間接所有割合で内数であります。

　

５ 【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成29年２月28日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

119 (199) 43.6 8.3 4,414
 

(注) １．当社は、結婚相手紹介サービス業の単一セグメントであるため、セグメント別の従業員数の記載をしており

ません。

２．従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員であります。

３．従業員数欄の（　）は、パートタイマー及びマリッジコンサルタント社員の年間の平均雇用人員（月160時

間換算）を外書きしております。

４．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

 

(2）労働組合の状況

当社には、平成24年11月に結成されたツヴァイ労働組合があり、イオングループ労働組合連合会に加盟しており

ます。平成29年2月28日現在の組合員数は337名であります。

　　　尚、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

わが国では、厚生労働省の人口動態統計の2016年推計によると、出生数が死亡数を下回る自然減が10年連続と

なっており、人口減少が深刻な社会問題となっております。また、婚姻件数も前年より約１万４千組減少するなど

依然として低い水準が続いており、未婚化、晩婚化は人口減少に大きく影響していると考えられます。

　このような状況の中、少子化問題解決のために出会いの場の創出は不可欠であり、「幸せな出会いを創造するこ

とを経営理念としている当社におきましても、顧客満足度の更なる向上を実現するとともに、１組でも多くの成婚

者を創出するべく事業に取り組んでまいりました。

 
　当事業年度における各事業の主な取り組みは次のとおりであります。

 
（ツヴァイ事業）

　ツヴァイ事業におきましては、会員数の増加に向けて、来店予約率、営業力、会員サポートの強化に取り組んで

まいりました。

　来店予約率につきましては、沖縄県沖縄市の「ご来店受付センター」に電話アポイント業務を集中させ、来店予

約業務の効率化を行いました。

　営業力につきましては、外部研修機関の協力のもと、現場力を強化する研修を継続して実施するとともに、10月

より、入会時の婚活準備から出会い、成婚までのプログラムを一体化した新商品「パーソナルサポートプラン」の

販売を開始し、新規入会者の獲得に取り組みました。

　会員サポートにおきましては、７月より、新規入会者に対して「３ヶ月フォロープログラム」を導入実施し、早

期退会抑制に取り組みました。また、９月には、会員さま向けポータルサイトを刷新し、会員活動の活性化と利便

性向上に取り組みました。

　これらの取り組みを実施してまいりましたが、一部店舗においてはマリッジコンサルタントの欠員補充等の遅れ

により店舗体制が不十分となったことや「ご来店受付センター」のアポインターのスキルアップに時間がかかるな

どスムーズな移行ができなかったことなども起因し、当事業年度における成果は限定的なものとなり、全体として

は来店予約率、入会契約率ともに前年を下回る結果となりました。

 
また、10月の新商品販売により入会時単価は73.2千円（前年68.8千円）と向上しましたが、首都圏を中心に競争

が激化する中、当社サービスの優位性を差別化の武器として効果的にアピールすることが出来ず、新規入会者数は

計画を下回りました。退会者数においてもフォロープログラムによる抑制効果はあったものの、依然、新規入会者

数を上回る推移となり、会員数は期首より６％減となりました。これにより月会費収入が減少したことで売上高は

前年比96.7％となりました。

 
（ライフデザイン事業）

　ライフデザイン事業につきましては、地方創生を婚活支援と地域活性化で取り組む「ミライカレッジプロジェク

ト」の受託や、地酒をテーマとした地域活性化イベント「KURATOMO」等を実施してまいりました。

　当年の受託件数は25件（前年13件）と前年から伸長したことで、売上高は前年比168.5％となりました。

 
（パーティ・イベント事業）

　パーティ・イベント事業につきましては、少人数の出会いパーティの参加人数がツヴァイ会員の減少等により前

年を下回りました。その不足を補うべく法人団体等からのパーティ・セミナーの企画・運営の受注に重点的に取り

組んでまいりましたが、売上高は前年比78.3％となりました。
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（ウエディング事業）

　ウエディング事業につきましては、「定額マリッジ」の少人数プラン等の新商品開発や提携会場の新規開拓を実

施しながら、成婚者や法人団体へのアプローチを強化し、式場やジュエリー販売への送客増加に取り組みました。

　これらの取り組みにより、売上高は前年比129.0％となりました。

 
　以上、さまざまな取り組みを実施してまいりましたが、会員数の増加や売上高への反映には時間がかかってお

り、売上高は37億63百万円（前年比96.7％）となりました。

　経費につきましては、ご来店受付センター費用やマリッジコンサルタントの雇用拡大に伴うコスト増などによ

り、売上原価は17億69百万円（前年比105.5％）と増加となりました。会報誌のWEB化による印刷費、通信費の削減

などに取り組み、販売費および一般管理費は19億43百万円（前年比94.0％）と削減をしたものの、売上高の前年か

らの落込みを補うには至りませんでした。

　これにより、営業利益50百万円（前年比34.3％）、経常利益83百万円（前年比46.6％）、当期純利益36百万円

（前年比38.7％）となりました。　

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ１億95百万円減少

し、12億95百万円となりました。当事業年度末における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果増加した資金は、２億29百万円となりました。増加の主な内訳は、税引前当期純利益76百万円、減

価償却費２億６百万円、前受金保全のための金銭の信託の減少額31百万円等であります。減少の主な内訳は、法人

税等の支払額89百万円です。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果減少した資金は、２億94百万円となりました。減少の主な内訳は、会員ポータルサイトのリニュー

アル等に伴う無形固定資産の取得による支出３億44百万円です。増加の主な内訳は、役員退任に伴う保険積立金の

解約による収入49百万円とツヴァイ渋谷解約に伴う敷金の回収による収入19百万円です。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は、１億30百万円となりました。減少の主な内訳は、配当金の支払額１億18百万円

です。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は、会員に対する自己の配偶者選択に関する情報提供を主としたサービスを事業としているため、生産、受注

及び仕入の状況は記載しておりません。

 

販売実績

当事業年度における販売実績を売上種類別に示すと、次のとおりであります。

 

種類別
当事業年度

(自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日)

前期比
（％）

入会金売上 (注２） (千円) 822,668 97.0

月会費売上 (千円) 2,667,021 96.8

周辺事業売上（注３） (千円) 262,499 96.5

その他 (千円) 11,260 74.3

合計 (千円) 3,763,450 96.7
 

　(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　２．入会金売上には、登録料、情報選択料および活動サポート費収入が含まれております。

　３．周辺事業売上には、ライフデザイン事業、パーティイベント事業、ウエディング事業の売上が含まれてお

ります。

　

３ 【対処すべき課題】

①　ツヴァイ事業のサービス品質の向上

・会員向けポータルサイトのサービス機能拡充と利用促進により、会員さま同士の出会いの機会を拡大させてま

いります。また、会員向け婚活支援サイトと会員フォロープログラムの内容を更に充実させることで、活動が

停滞している会員さまの活性化を促進し、成婚者数を増加させてまいります。

・マリッジコンサルタントのコミュニケーション能力と営業力の強化に取り組み、店舗にご来店頂いたお客さま

の満足度を向上させることで、会員数と出会いの機会拡大につなげてまいります。

 
②　周辺事業の収益向上

・ツヴァイ会員外パーティのクラブチャティオにつきましては、従来のお見合いパーティ中心のモデルから、体

験型、イベント型パーティへ移行し収益構造を変化させ、参加者数の拡大と収益の安定化を図ってまいりま

す。また、新たにシニア向けの交流会メニューを開発し、拡大してまいります。

・ウエディング事業につきましては、ツヴァイ成婚者の式場等への送客収入に加え、定額マリッジ等の結婚関連

商品の開発と拡販に取り組み、収益を拡大させてまいります。

 
③　法人、自治体向けサービスの拡大

・自治体、法人との連携を強化し、婚活支援事業の受託件数と規模を拡大してまいります。

・移住定住プログラム「ミライカレッジプロジェクト」につきましては、各自治体が立案している地方版総合戦

略に基づきながら、実施プログラムのパターンを増やし、受託件数の拡大と更なる地域活性化に寄与してまい

ります。また、女性の多い会員組織へのアプローチを強化し、首都圏女性の参加者を拡大させてまいります。

 
④　ダイバーシティの推進

・従業員が有する多様なスキルや能力、価値観を活かして新しい価値を創造する「ダイバーシティ経営」を推進

してまいります。

・女性管理職比率50％の実現を目指し女性の活躍を推進してまいります。

・人事制度、教育等を見直し働きがいがある職場を実現してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

本有価証券報告書に記載した当社の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項については、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日（平成29年５月24日）現在において当社が判断

したものであります。

 

（1）情報管理体制について

①　当社本体の情報管理体制について

当社は、会員に関する大量の個人情報の分析および管理をコンピュータシステムを利用して行っております。

当社では、情報漏洩等の不測の事態を防止すべく、平成16年９月にＩＳＭＳおよびＢＳ７７９９の認証、平成17

年12月にＩＳＯ２７００１の認証を取得し、情報セキュリティの徹底を図っております。また、プライバシー保

護の観点から会員への相手方会員に関する最小限の情報開示、個人情報を取り扱うメインサーバーの外部からの

遮断等の情報セキュリティマネジメントシステムを構築している他、プライバシーマークの更新、定期的な社員

教育、内部監査の徹底等、コンプライアンス面における情報管理体制も充実を図るべく注力しております。

ただし、万が一事故若しくは自然災害等によってかかるセキュリティマネジメントシステムに障害が発生した

場合、または、関係者による人為的な事故若しくは悪意による情報の漏洩が発生した場合は、当社の情報管理に

多大な支障をきたし、または当社の業務に対する信用を喪失し、その後の当社の事業展開および業績に影響を与

える可能性があります。また、当社のみならず、同業他社における類似の事態が発生した場合も、結婚相手紹介

サービス事業者全般に対する信用失墜により、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

②　業務委託先における情報管理体制について

当社は、一部の個人情報関連業務を委託しております。これら業務委託先における個人情報管理体制につい

て、定期的な訪問調査の実施等をしながら、事業の運営を行っております。

この他、マリッジコンサルタント等の個人の業務委託先に対しては、契約時に「秘密保持」誓約書の差し入れ

とともに、個人情報の適正な取り扱いができるようにしております。

ただし、万が一、これら業務委託先を原因とする情報漏洩等の問題が発生した場合には、当社の業務運営およ

び業績に影響を与える可能性があります。

 

（2）マリッジコンサルタントの確保について

　当社は、マリッジコンサルタントと雇用契約または業務委託契約をしております。マリッジコンサルタントは、

新規の応募者にサービス内容、会員規約の説明および入会手続き等のサポート、婚活プランの設計、店舗での会員

サポートを担当しております。

　当社の事業展開においては、マリッジコンサルタントの確保が最も重要な課題の一つであると考えております。

そのために当社は、マリッジコンサルタントの募集を継続的に実施しているとともに、マリッジコンサルタントと

の情報の共有化を図りながら処遇や働き方の見直し等に取り組んでおります。

しかしながら、新規および既存の営業所において適正人員のマリッジコンサルタントが確保できない場合、また

は資質や能力が一定のレベルに達しない場合には、営業力の低下により当社の業績に影響を与える可能性がありま

す。
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（3）法的規制等について

当社の事業展開における主要な法的規制等の概要は以下のとおりであります。

①　特定商取引に関する法律

特定商取引に関する法律は、特定商取引（訪問販売、通信販売および電話勧誘販売に係る取引、連鎖販売取

引、特定継続的役務提供に係る取引ならびに業務提供誘引販売取引をいう）を公正にし、および購入者等が受け

ることがある損害の防止を図ることにより、購入者等の利益を保護すること等を目的とするものであります。

当社による会員への結婚相手紹介等の提供は、同法における特定継続的役務取引に該当し、同法に基づく規制

を受けております。

当社は、同法および関連法令が定める項目が記載された契約書面の交付、クーリング・オフへの対応等同法お

よび関連法令の遵守に努めておりますが、今後同法または関連法令の改正等が生じてこれらに迅速に対応ができ

なかった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

②　個人情報の保護に関する法律

平成17年４月１日全面施行の「個人情報の保護に関する法律」は、個人情報の適正な取扱いに関し、国および

地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定めることに

より、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする法律であります。

当社は、会員の個人情報を保有、管理しており、同法に定められる個人情報取扱事業者として、同法および関

連法令ならびに当社に適用される関連ガイドラインの適用を受けております。

当社は、個人情報取扱規定の制定等、同法および関連法令ならびに当社に適用される関連ガイドラインの遵守

に努めるとともに、プライバシーマークやＩＳＯ２７００１の認証取得、定期的な社員教育、内部監査の徹底

等、個人情報保護のための体制を整えているものと認識をしております。しかしながら、不測の事態によって当

社が保有する個人情報につき、漏洩、改ざん、不正使用等が生じた場合には、適切な対応を行うための相当なコ

ストの負担、当社の信用の低下、当社に対する損害賠償請求等によって、当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

③　不当景品類及び不当表示防止法

不当景品類及び不当表示防止法は、商品及び役務の取引に関連する不当な景品類および表示による顧客の誘引

を防止するため、公正な競争を確保し、もつて一般消費者の利益を保護することを目的とするものであります。

「景品類」とはお客さまを誘引する手段として直接的・間接的を問わず、事業者が自己の商品、役務の取引に付

随して相手方に供給する物品、金銭、その他の経済上の利益であって、公正取引委員会が指定するものでありま

す。

当社の会員募集促進行為としての広告等の表示による宣伝は、反響の大きい有効な手段であるため、当社で

は、キャンペーン実施時の過大な景品類の提供や不実の内容や誇大な表現による不当表示を排除し、不当景品類

及び不当表示防止法に違反しないように充分に留意しております。

当社においては、上記法的規制の遵守を徹底しておりますが、万が一、景品類や広告等の表示が不適切である

と判断される場合等には、行政処分の対象となることがあり、その場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

④　下請代金支払遅延等防止法

下請代金支払遅延等防止法は、下請代金の支払遅延等を防止することによって、親事業者の下請け業者に対す

る取引を公正ならしめるとともに、下請事業者の利益を保護すること等を目的として、独占禁止法の特別法とし

て制定されたものです。

当社は、マリッジコンサルタントおよびコーディネーター等と業務委託契約を締結しており、同法の適用があ

ります。当社は、同法および関連法令の遵守に努めておりますが、今後かかる同法または関連法令の改正、行政

当局による対応の変化が生じた場合には、新たな義務の遵守と、それに応じた対応を迫られ、システム対応等の

費用負担が増加し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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（4）事業環境について

我が国においては少子化・高齢化が進む中で、人口減少化社会の到来をむかえておりますが、当社の事業環境と

いたしましては、第二次ベビーブーム世代が40歳台を迎えるなど、当社の主要顧客層である25歳から44歳の独身者

数は増加しております。また、未婚率の上昇および晩婚化などにより、現時点では、当業界の市場規模は拡大傾向

にあるものと認識をしております。ただし、将来、当社の主要顧客層が継続的に減少し、市場規模が縮小した場合

には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

（5）参入障壁が低いことについて

結婚相手紹介サービスを行うに当たっては、特段の許認可は必要とされず、手元資金とノウハウがあればどのよ

うな事業者であっても開始することが可能です。さらに最近では、インターネットおよび通信環境の発達により、

インターネット等を通じて、比較的低価格で結婚または交際相手の紹介等のサービスを提供する事業者も登場して

おり、今後更に同様のサービス開始を試みる事業者が増加することも予想されます。

かかる新規事業者が、当社と同等のサービスの提供を可能にするシステムの開発およびノウハウの蓄積、プライ

バシー保護のための厳重な情報管理システムの構築、大規模会員数の確保等を行い、当社と同等のマーケットの信

頼または社会的イメージを獲得することは極めて困難であり、こうした新規事業者の存在が、当社の業務に対し大

きな影響をもたらすことはないと思われます。ただし、かかる新規事業者との一段の差別化のための各種方策の実

施および宣伝広告等によるコストの増加が生じる場合、または対抗上活動サポート費等の減額を実施する場合、あ

るいは廉価かつ品質の低いサービス展開を行う新規事業者との差別化が奏功せず、当社の社会的イメージの低下に

繋がる場合などは、当社の今後の事業展開、業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

（6）広告宣伝活動が業績に与える影響について

当社の会員は成婚、その他の理由により一定の割合で退会するため、当社は継続的に新規の会員を獲得する必要

があります。そのため、当社は、当社サービスの認知度を向上させ、新規会員を獲得する手段として、雑誌広告、

新聞広告、インターネット広告、映像広告、書店チラシ等の各種メディアを用いた宣伝活動を費用対効果を勘案し

ながらも多頻度で実施しております。当社は、今後も会員募集活動のために同様の広告宣伝活動を継続していく方

針でありますが、当該広告宣伝が法令または各メディア業界ごとの自主規制によって制限される等の理由により、

計画通りの広告宣伝活動が展開できない場合には、当社の営業展開および業績に影響を与える可能性があります。

 

（7）イオン株式会社との関係について

当社の親会社はイオン株式会社であり、平成29年２月28日現在、当社の議決権を子会社を含めたグループ全体で

68.89％（内、直接所有64.83％）保有しております。同社は、企業集団「イオン」の純粋持株会社であります。

「イオン」の事業は、ＧＭＳ事業（総合スーパー）を核とした小売事業を中心として、総合金融、ディベロッ

パー、サービス等の各事業を複合的に展開しております。

　当社は、企業集団「イオン」の中にあってサービス・専門店事業に属しております。イオン株式会社とは、資金

の寄託運用、ブランドロイヤルティ等の取引がありますが、取引依存度は低く、親会社等からの独立性は確保され

ているものと考えております。

　イオンクレジットサービス株式会社とは、クレジットカードの加盟店契約を締結しておりますが、取引条件は他

の取引先との取引条件を勘案し決定しております。

現時点において、同グループ内における直接的な競合先はないものと認識しております。当社と同グループとの

関係は、今後とも良好に推移していくものと想定しております。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

 

 
第32期

(平成28年２月29日)
第33期

(平成29年２月28日)
増減額

 千円 千円 千円

流動資産 2,277,180 2,043,344 △233,835

固定資産 2,713,040 2,670,115 △42,924

流動負債 408,136 311,450 △96,685

固定負債 464,562 413,461 △51,100

純資産 4,117,522 3,988,548 △128,973
 

 

（資産）

　当事業年度末における総資産は、法人税等の支払いや保有株式の時価評価の下落等により前事業年度末に比べ２

億76百万円減少し、47億13百万円となりました。

　流動資産は、前事業年度末に比べ２億33百万円減少し、20億43百万円となりました。主な要因は、システム投資

や法人税等の支払いによる手許現金（現金及び預金と関係会社預け金の合計）１億95百万円の減少と前受金保全の

ための金銭の信託31百万円の減少によるものです。

　固定資産は、前事業年度末に比べ42百万円減少し、26億70百万円となりました。主な要因は、会員ポータルサイ

ト刷新に伴うシステム投資によりソフトウェアの１億96百万円の増加と減価償却等により有形固定資産74百万円の

減少および保有株式の時価評価等により投資その他の資産１億64百万円の減少によるものです。

 
（負債）

　当事業年度末における負債は、前事業年度末に比べ１億47百万円減少し、７億24百万円となりました。

　流動負債は、前事業年度末に比べ96百万円減少し、３億11百万円となりました。主な要因は、利益減少に伴う未

払法人税等54百万円の減少と期末設備投資減少に伴う設備関係未払金33百万円の減少によるものです。

　固定負債は、前事業年度末に比べて51百万円減少し、４億13百万円となりました。主な要因は、保有株式の時価

評価等に伴う繰延税金負債31百万円の減少とリース料返済に伴うリース債務12百万円の減少によるものです。

 
（純資産）

　当事業年度末における純資産は、前事業年度末に比べ１億28百万円減少し、39億88百万円となりました。主な要

因は、配当金支払い等に伴う利益剰余金82百万円の減少と保有株式の時価評価によるその他有価証券評価差額金48

百万円の減少によるものです。

 

(2) キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析については、「１．業績等の概要」の「(2) キャッシュ・フローの状況」の項目をご

参照下さい。
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(3) 経営成績の分析

 

 
第32期

(自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日)

第33期
(自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日)

増減額

 千円 千円 千円

売上高 3,890,623 3,763,450 △127,172

売上原価 1,676,872 1,769,841 92,968

販売費及び一般管理費 2,067,567 1,943,403 △124,164

営業外収益 33,461 34,385 923

営業外費用 441 1,077 635

特別損失 13,544 6,616 △6,928
 

 

　 (売上高)

　売上高は、37億63百万円となり、前事業年度に比べ１億27百万円減少（前年比96.7％）いたしました。入会金売

上は、入会時単価は高くなったものの新規入会者数が前年比8.0％減となったことで前年比97.0％となりました。月

会費売上は、退会者数が入会者数を上回り会員数は期首より６％減となったことで前年比96.8％となりました。

 
（売上原価)

　売上原価は、17億69百万円となり、前事業年度に比べ92百万円増加（前年比105.5％）いたしました。ご来店受付

センター費用やマリッジコンサルタントの雇用拡大に伴いコスト増となったものです。

 
（販売費及び一般管理費)

　販売費及び一般管理費は、19億43百万円となり、前事業年度に比べ１億24百万円減少（前年比94.0％）いたしま

した。会報誌のWEB化による印刷費、通信費の削減などの効果によるものです。

 
（営業外損益)

　営業外収益は、受取配当金28百万円などの計上により34百万円（前年比102.8％）となりました。営業外費用は、

１百万円（前年比244.2％）となりました。

 
（特別損益)

　特別損失は、固定資産除却損２百万円、賃貸借契約解約損１百万円、災害による損失１百万円の計上により６百

万円（前年比48.8％）となりました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度年度において実施しました設備投資の総額は、331,274千円であり、その主な内訳は次のとおりでありま

す。

① 会員ポータルサイト　　・・・　233,549千円

② 基幹システム関連　　　・・・　 41,729千円

③ 営業拠点設備　　　　　・・・　 18,930千円

④ ウェブシステム　　　　・・・  17,454千円

 

２ 【主要な設備の状況】

当社は、本社事務所の他に国内に56ヶ所の営業拠点、クラブチャティオラウンジ１ヶ所（併設２店舗を除く。）及

びウエディングデスク１ヶ所（併設５店舗を除く。）を有しております。

当事業年度末における各事業所の設備、投下資本ならびに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

平成29年２月28日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額
従業員数
(名)

建物(千円)
器具及び備品
(千円)

リース資産
（千円）

合計(千円)

本社
（東京都中央区）

本社事務所 21,516 64,631 4,784 90,933 78(24)

東日本営業部
日比谷本店（東京都千代田区)
他30営業拠点

営業設備 52,139 21,916 20,332 94,388 18(84)

西日本営業部
大阪支社（大阪市北区）
他18営業拠点

営業設備 18,880 9,251 13,156 41,288 10(61)

中部営業部
名古屋支社（名古屋市中村区）
他5営業拠点

営業設備 10,116 4,733 4,784 19,635 5(14)

クラブチャティオラウンジ
銀座ラウンジ（東京都中央区）
 

営業設備 1,820 1,547 230 3,598 4(6)

ウエディングデスク
イオンウエディングつくば
（茨城県つくば市）他５ヶ所

営業設備 1,260 1,288 － 2,549 4(10)

       
 

(注) １．従業員数欄の（　）は、パートタイマー及びマリッジコンサルタント社員の年間の平均雇用人員（月160時

間換算）を外書きしております。

２．本社、営業拠点、クラブチャティオラウンジおよびウエディングデスクはすべて賃借しております。年間賃

借料は351,193千円であります。

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,400,000

計 14,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成29年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年５月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,944,400 3,944,400
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数　100株

計 3,944,400 3,944,400 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

第２回新株予約権（第２回株式報酬型ストックオプション）

　平成20年５月16日開催の取締役会及び平成21年４月６日開催の取締役会の決議により発行した新株予約権は、

次のとおりであります。

 

 
事業年度末現在
(平成29年２月28日)

提出日の前月末現在
(平成29年４月30日)

新株予約権の数（個） 10 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

（注）１ （注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
　平成21年５月21日～　
平成36年５月20日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）

　　発行価格　　423
　　資本組入額　212（注）２

同左

新株予約権の行使の条件

①  権利行使時においても当社の取
締役または監査役であることを要
する。ただし、当社の取締役およ
び監査役を退任した場合であって
も、退任日から５年以内に限って
権利行使ができるものとする。
②　新株予約権については、その数
全数につき一括して行使すること
とし、これを分割して行使するこ
とはできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

― ―
 

(注) １　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるもの

とする。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的た

る株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。

　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整

を必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調

整するものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うもの

とする。

２　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。
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第３回新株予約権（第３回株式報酬型ストックオプション）

　平成21年６月19日開催の取締役会及び平成22年４月６日開催の取締役会の決議により発行した新株予約権は、

次のとおりであります。

 

 
事業年度末現在
(平成29年２月28日)

提出日の前月末現在
(平成29年４月30日)

新株予約権の数（個） 10 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

（注）１ （注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １ 同左

新株予約権の行使期間
　平成22年５月21日～　
平成37年５月20日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）

　　発行価格　　532
　　資本組入額　266（注）２

同左

新株予約権の行使の条件

①  権利行使時においても当社の取
締役または監査役であることを要
する。ただし、当社の取締役およ
び監査役を退任した場合であって
も、退任日から５年以内に限って
権利行使ができるものとする。
②　新株予約権については、その数
全数につき一括して行使すること
とし、これを分割して行使するこ
とはできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれ
を担保に供することはできない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

― ―
 

(注) １　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるもの

とする。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的た

る株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。

　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整

を必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調

整するものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うもの

とする。

２　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。
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第４回新株予約権（第４回株式報酬型ストックオプション）

　平成22年５月18日開催の取締役会及び平成23年４月５日開催の取締役会の決議により発行した新株予約権は、

次のとおりであります。

 

 
事業年度末現在
(平成29年２月28日)

提出日の前月末現在
(平成29年４月30日)

新株予約権の数（個） 5 5

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 　同左

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

（注）１ （注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １ 　同左

新株予約権の行使期間
　平成23年５月21日～　
平成38年５月20日

　同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）

　　発行価格　　504
　　資本組入額　252（注）２

　同左

新株予約権の行使の条件

①  権利行使時においても当社の取
締役または監査役であることを要
する。ただし、当社の取締役およ
び監査役を退任した場合であって
も、退任日から５年以内に限って
権利行使ができるものとする。
②　新株予約権については、その数
全数につき一括して行使すること
とし、これを分割して行使するこ
とはできないものとする。

 
　同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。

　同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

― ―
 

(注) １　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるもの

とする。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的た

る株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。

　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整

を必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調

整するものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うもの

とする。

２　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。
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第５回新株予約権（第５回株式報酬型ストックオプション）

　平成23年５月12日開催の取締役会及び平成24年４月５日開催の取締役会の決議により発行した新株予約権は、

次のとおりであります。

 

 
事業年度末現在
(平成29年２月28日)

提出日の前月末現在
(平成29年４月30日)

新株予約権の数（個） 10 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 　同左

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

（注）１ （注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １ 　同左

新株予約権の行使期間
　平成24年５月21日～　
平成39年５月20日

　同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）

　　発行価格　　584
　　資本組入額　292（注）２

　同左

新株予約権の行使の条件

①  権利行使時においても当社の取
締役または監査役であることを要
する。ただし、当社の取締役およ
び監査役を退任した場合であって
も、退任日から５年以内に限って
権利行使ができるものとする。
②　新株予約権については、その数
全数につき一括して行使すること
とし、これを分割して行使するこ
とはできないものとする。

 
　同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。

　同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

― ―
 

(注) １　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるもの

とする。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的た

る株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。

　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整

を必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調

整するものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うもの

とする。

２　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。
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第６回新株予約権（第６回株式報酬型ストックオプション）

　平成24年５月11日開催の取締役会及び平成25年４月９日開催の取締役会の決議により発行した新株予約権は、

次のとおりであります。

 

 
事業年度末現在
(平成29年２月28日)

提出日の前月末現在
(平成29年４月30日)

新株予約権の数（個） 60 60

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

（注）１ （注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　１ 同左

新株予約権の行使期間
　平成25年６月１日～　
平成40年５月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）

　　発行価格　　612
　　資本組入額　306（注）２

同左

新株予約権の行使の条件

①  権利行使時においても当社の取
締役または監査役であることを要
する。ただし、当社の取締役およ
び監査役を退任した場合であって
も、退任日から５年以内に限って
権利行使ができるものとする。
②　新株予約権については、その数
全数につき一括して行使すること
とし、これを分割して行使するこ
とはできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

 
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。
 

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

― ―
 

(注) １　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるもの

とする。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的た

る株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。

　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整

を必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調

整するものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うもの

とする。

２　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。
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第７回新株予約権（第７回株式報酬型ストックオプション）

　平成25年５月22日開催の取締役会及び平成26年４月18日開催の取締役会の決議により発行した新株予約権は、

次のとおりであります。

 

 
事業年度末現在
(平成29年２月28日)

提出日の前月末現在
(平成29年４月30日)

新株予約権の数（個） 30 30

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

（注）１ （注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　１ 同左

新株予約権の行使期間
　平成26年６月10日～　
平成41年６月９日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）

　　発行価格　　590
　　資本組入額　295（注）２

同左

新株予約権の行使の条件

①  権利行使時においても当社の取
締役または監査役であることを要
する。ただし、当社の取締役およ
び監査役を退任した場合であって
も、退任日から５年以内に限って
権利行使ができるものとする。
②　新株予約権については、その数
全数につき一括して行使すること
とし、これを分割して行使するこ
とはできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

 
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。
 

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

― ―
 

(注) １　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるもの

とする。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的た

る株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。

　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整

を必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調

整するものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うもの

とする。

２　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。
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第８回新株予約権（第８回株式報酬型ストックオプション）

　平成26年５月21日開催の取締役会及び平成27年４月９日開催の取締役会の決議により発行した新株予約権は、

次のとおりであります。

 

 
事業年度末現在
(平成29年２月28日)

提出日の前月末現在
(平成29年４月30日)

新株予約権の数（個） 37 37

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

（注）１ （注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　１ 同左

新株予約権の行使期間
　平成27年６月１日～　
平成42年５月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）

　　発行価格　　657
　　資本組入額　329（注）２

同左

新株予約権の行使の条件

①  権利行使時においても当社の取
締役または監査役であることを要
する。ただし、当社の取締役およ
び監査役を退任した場合であって
も、退任日から５年以内に限って
権利行使ができるものとする。
②　新株予約権については、その数
全数につき一括して行使すること
とし、これを分割して行使するこ
とはできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

 
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。
 

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

― ―
 

(注) １　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるもの

とする。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的た

る株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。

　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整

を必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調

整するものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うもの

とする。

２　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。

 

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

29/91



 

第９回新株予約権（第９回株式報酬型ストックオプション）

　平成27年５月21日開催の取締役会及び平成28年４月13日開催の取締役会の決議により発行した新株予約権は、

次のとおりであります。

 

 
事業年度末現在
(平成29年２月28日)

提出日の前月末現在
(平成29年４月30日)

新株予約権の数（個） 35 35

新株予約権のうち自己新株予約権の数
（個）

― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
（株）

（注）１ （注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　１ 同左

新株予約権の行使期間
　平成28年６月１日～　
平成43年５月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）

　　発行価格　　593
　　資本組入額　297（注）２

同左

新株予約権の行使の条件

①  権利行使時においても当社の取
締役または監査役であることを要
する。ただし、当社の取締役およ
び監査役を退任した場合であって
も、退任日から５年以内に限って
権利行使ができるものとする。
②　新株予約権については、その数
全数につき一括して行使すること
とし、これを分割して行使するこ
とはできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

 
新株予約権を譲渡し、またはこれを
担保に供することはできない。
 

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

― ―
 

(注) １　当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるもの

とする。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的た

る株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数を生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。

　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率

また、新株予約権発行日後に当社が合併または会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式数の調整

を必要とする場合には、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で目的たる株式数を調

整するものとする。

なお、株式の数の調整を行った場合には、発行する新株予約権の数についても上記と同様の調整を行うもの

とする。

２　新株予約権の行使による株式の発行については、自己株式を充当する場合には、資本組入は行わないものと

する。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年３月１日～
平成26年２月28日
（注１）

6,000 3,906,000 1,347 445,347 1,341 451,341

平成26年３月１日～
平成27年２月28日
（注１）

22,400 3,928,400 5,837 451,184 5,835 457,176

平成27年３月１日～
平成28年２月29日
(注１）

13,000 3,941,400 3,594 454,779 3,592 460,768

平成28年３月１日～
平成29年２月28日
(注１）

3,000 3,944,400 715 455,494 713 461,481

 

（注）１．新株予約権の権利行使による増加であります。

　

(6) 【所有者別状況】

平成29年２月28日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 4 13 29 6 3 3,381 3,436 ―

所有株式数
(単元)

― 71 35 27,289 797 4 11,231 39,427 1,700

所有株式数
の割合(％)

― 0.18 0.09 69.21 2.02 0.01 28.49 100.00 ―
 

(注)　自己株式298株は、「個人その他」に2単元、「単元未満株式の状況」に98株含まれております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成29年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

イオン株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 2,556 64.80

ステート ストリート バンク　
アンド トラスト カンパニー
505224
(常任代理人 株式会社みずほ銀
行決済営業部)

P.O．BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A
（東京都中央区月島4丁目16-13）

75 1.90

ツヴァイ社員持株会 東京都中央区銀座５丁目９番８号 52 1.32

ミニストップ株式会社 東京都千代田区神田錦町１丁目１番地 50 1.26

イオンフィナンシャルサービス
株式会社

東京都千代田区神田錦町１丁目１番地 30 0.76

イオンディライト株式会社 大阪府大阪市中央区南船場２丁目３番２号 30 0.76

池田　晃 千葉県船橋市 22 0.57

梅沢　明弘 東京都世田谷区 20 0.50

マックスバリュ西日本株式会社 広島県広島市南区段原南1丁目3-52 20 0.50

株式会社コックス 東京都中央区日本橋浜町１丁目２番地１号 20 0.50

計 ― 2,875 72.9
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式

200
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

3,942,500
39,425 ―

単元未満株式
普通株式

1,700
― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 3,944,400 ― ―

総株主の議決権 ― 39,425 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式98株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ツヴァイ

東京都中央区銀座五丁目９
番８号

200 ― 200 0.00

計 ― 200 ― 200 0.00
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

①　平成20年５月16日開催の取締役会及び平成21年４月６日開催の取締役会により決議した新株予約権は、次のとお

りであります。

 

決議年月日 平成20年５月16日及び平成21年４月６日

付与対象者の区分及び人数 取締役６名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 9,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
 

 

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

32/91



 

②　平成21年６月19日開催の取締役会及び平成22年４月６日開催の取締役会により決議した新株予約権は、次のとお

りであります。

 

決議年月日 平成21年６月19日及び平成22年４月６日

付与対象者の区分及び人数 取締役６名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 9,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
 

 

③　平成22年５月18日開催の取締役会及び平成23年４月５日開催の取締役会により決議した新株予約権は、次のとお

りであります。

 

決議年月日 平成22年５月18日及び平成23年４月５日

付与対象者の区分及び人数 取締役５名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 4,300

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
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④　平成23年５月12日開催の取締役会及び平成24年４月５日開催の取締役会により決議した新株予約権は、次のとお

りであります。

 

決議年月日 平成23年５月12日及び平成24年４月５日

付与対象者の区分及び人数 取締役６名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 11,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
 

 

⑤　平成24年５月11日開催の取締役会及び平成25年４月９日開催の取締役会により決議した新株予約権は、次のとお

りであります。

 

決議年月日 平成24年５月11日及び平成25年４月９日

付与対象者の区分及び人数 取締役６名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 9,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
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⑥　平成25年５月22日開催の取締役会及び平成26年４月18日開催の取締役会により決議した新株予約権は、次のとお

りであります。

 

決議年月日 平成25年5月22日及び平成26年４月18日

付与対象者の区分及び人数 取締役６名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 4,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
 

 

⑦　平成26年５月21日開催の取締役会及び平成27年４月９日開催の取締役会により決議した新株予約権は、次のとお

りであります。

 

決議年月日 平成26年５月21日及び平成27年４月９日

付与対象者の区分及び人数 取締役５名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 3,700

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
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⑧　平成27年５月21日開催の取締役会及び平成28年４月13日開催の取締役会により決議した新株予約権は、次のとお

りであります。

 

決議年月日 平成27年５月21日及び平成28年４月13日

付与対象者の区分及び人数 取締役５名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 3,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
 

 
➈　平成28年５月24日開催の取締役会及び平成29年４月12日開催の取締役会により決議した新株予約権は、次のとお

りであります。

 

決議年月日 平成28年５月24日及び平成29年４月12日

付与対象者の区分及び人数 取締役５名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 3,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間 平成29年６月１日～平成44年５月31日

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時においても、取締
役または監査役の地位にあることを要する。ただし、取締役および監
査役を退任した場合であっても、退任日から5年以内に限って権利行使
ができるものとする。
②　新株予約権については、その数の全数につき一括して行使すること
とし、これを分割して行使することはできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡し、またはこれを担保に供することはできない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
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⑩　平成29年５月23日開催の取締役会により決議した新株予約権は、次のとおりであります。

 

決議年月日 平成29年５月23日

付与対象者の区分及び人数 取締役５名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 17,000株を上限とする。（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間 平成30年６月１日～平成45年５月31日

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時においても、取締
役または監査役の地位にあることを要する。ただし、取締役および監
査役を退任した場合であっても、退任日から5年以内に限って権利行使
ができるものとする。
②　新株予約権については、その数の全数につき一括して行使すること
とし、これを分割して行使することはできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡し、またはこれを担保に供することはできない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―
 

（注）当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割（または併合）の比率

当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が継承される場合、または当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ株式数の調整を必要とする場合、当社は必要と認める株式数

の調整を行う。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 普通株式
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 298 ― 298 ―
 

（注）当期間における保有自己株式数には、平成29年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆さまへの安定的利益還元を経営の最重要目標のひとつとして位置付けており、今後も継続して株

主の皆さまへの利益還元をしていきたいと考えております。内部留保資金につきましては、店舗の新規出店、既存店

舗の改装およびシステム投資等として活用し、事業基盤の強化拡大に努め、株主の皆さまのご期待に応えてまいりま

す。

また、剰余金の配当の決定に当たりましては、単年度利益だけではなく中長期の方針に基づき、安定的に配当が継

続できるように取り組んでまいります。

当社は、期末配当１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、その決定機関は取締役会であります。ま

た、当社は、「取締役会の決議によって、毎年８月末日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。

第33期の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき１株につき普通配当30円とさせていただくことを平成29

年４月21日開催の取締役会にて決議いたしました。

 

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

平成29年４月21日
取締役会決議

118,323 30
 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成25年２月 平成26年２月 平成27年２月 平成28年２月 平成29年２月

最高（円） 872 900 911 912 905

最低（円） 761 761 761 798 700
 

(注)１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　　２．平成24年５月11日開催の定時株主総会において、決算日を２月20日から２月末日に変更しております。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成28年９月 10月 11月 12月 平成29年１月 ２月

最高（円） 761 795 809 827 855 905

最低（円） 737 761 761 780 822 784
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性９名　女性２名　（役員のうち女性の比率18.1％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

 縣　　厚　伸 昭和28年12月20日生

昭和53年３月 ジャスコ株式会社（現イオン株式

会社）入社

(注)１ 3,600

平成３年５月 ミニストップ株式会社取締役

平成13年９月 イオン株式会社グループＩＴ本部

長

平成14年５月 同社取締役

平成20年３月 同社常務執行役人事総務・企業倫

理担当

平成20年８月 同社執行役グループ人事最高責任

者兼グループ管理最高責任者

平成23年３月 同社執行役グループＩＴ責任者

平成23年５月 イオンアイビス株式会社代表取締

役社長

平成26年３月 当社顧問

平成26年５月 当社代表取締役社長（現任）

取締役
会員サポー
ト本部長

福　島　　徹 昭和32年６月９日生

昭和55年４月 株式会社伊勢甚入社

(注)１ 7,500

平成17年４月 当社人事総務部長

平成18年５月 当社管理本部長

平成20年５月 当社取締役管理本部長

平成22年５月 当社取締役事業開発本部長

平成23年８月 当社取締役海外事業本部長

平成24年12月 当社取締役管理本部長

平成27年２月 当社取締役会員サポート本部長

（現任）

取締役
事業開発
本部長

江　口　　勉 昭和33年８月28日生

昭和56年３月 ジャスコ株式会社（現　イオン株

式会社）入社

(注)１ 3,300

平成16年５月 株式会社イオンファンタジー取締

役

平成17年５月 同社取締役営業本部長代行

平成18年４月 同社取締役室内ゆうえんち事業本

部長

平成20年３月 同社取締役室内ゆうえんち近畿・

中部事業本部長

平成21年３月 同社取締役近畿・中部事業本部長

平成24年４月 同社取締役

平成24年５月 当社営業企画本部長

平成25年３月 当社取締役営業本部長

平成25年９月 当社取締役営業担当

平成27年２月 当社取締役事業開発本部長（現

任）

取締役
経営管理
本部長

後　藤　喜　一 昭和40年２月13日生

昭和62年３月 ジャスコ株式会社（現　イオン株

式会社）入社

(注)１ 2,700

平成16年５月 当社経営戦略室長

平成19年９月 当社経営企画室長

平成20年２月 当社経営企画本部長

平成22年５月 当社経営管理本部長

平成23年８月 当社管理本部長

平成24年５月 当社取締役管理本部長

平成24年12月 当社取締役経営戦略本部長

平成25年３月 当社取締役会員サポート企画本部

長

平成27年２月 当社取締役経営管理本部長（現

任）

取締役 営業本部長 原　田　直　樹 昭和37年２月２日生

昭和59年３月 ジャスコ株式会社（現　イオン株

式会社）入社

(注)１ 2,800

平成９年４月 当社人事総務部長

平成13年９月 当社営業部長

平成17年９月 当社営業サポート部長

平成20年11月 当社事業化推進部長

平成22年11月 当社新規事業部長

平成25年３月 当社経営戦略本部長

平成27年２月 当社営業本部長

平成27年５月 当社取締役営業本部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役  
黒　柳　泰　子
（注）２

昭和44年７月８日生

平成10年５月 株式会社旺文社エンタープライズ

入社

(注)１ －

平成11年６月 同社管理本部法務部長

平成12年10月 マイクロソフト株式会社（現　日

本マイクロソフト株式会社）入社

平成21年12月 弁護士登録

平成22年４月 財団法人赤尾育英奨学会（現　公

益財団法人赤尾育英奨学会）評議

員

平成23年５月 麻布十番パートナーズ法律事務所

共同代表（現任）

平成24年12月 公益財団法人赤尾育英奨学会理事

（現任）

平成26年12月 公益財団法人ぐんま国際教育財団

評議員（現任）

平成27年５月 当社取締役（現任）

平成28年12月 株式会社旺文社社外取締役（現

任）

取締役  
大 重 絹 子

（注）２
昭和28年12月25日生

昭和49年４月 東洋信託銀行株式会社入社

(注)１ －

昭和55年１月 株式会社武富士入社

平成８年６月 同社本社教育部次長

平成13年11月 株式会社アイシン入社

平成13年11月 同社管理部長

平成14年６月 同社取締役管理部長

平成16年12月 オリエント信販株式会社（現 株

式会社ｎｋ３ホールディングス）

入社

平成16年12月 同社人事部部長

平成20年10月 富士ソフト株式会社入社

平成20年10月 同社人財部部長

平成23年４月 株式会社ｎｋ３ホールディングス

入社

平成23年４月 同社人事部部長

平成24年４月 株式会社人財育成大重塾代表取締

役社長（現任）

平成28年５月 当社取締役（現任）

常勤監査役  
岩　﨑　昭　二
（注）７

昭和30年６月26日生

昭和54年４月 株式会社ケーヨー入社

(注)３ 100

平成12年７月 同社財務本部経理部長

平成19年２月 イオン株式会社入社

平成19年２月 同社内部統制構築プロジェクト

平成23年３月 同社ＩＦＲＳ・ＩＴプロジェクト

平成25年８月 同社単体経理部マネージャー

平成27年５月 メガペトロ株式会社監査役（現

任）

平成28年５月 当社常勤監査役（現任）

監査役  
神　部　範　生

（注）７
昭和19年６月１日生

昭和55年４月 弁護士登録

(注)４ 500

平成11年８月 エー・シー・エス債権管理回収株

式会社取締役

平成12年４月 東京簡易裁判所民事調停委員

平成20年５月 当社監査役（現任）

平成23年５月 リフォームスタジオ株式会社監査

役（現任）

監査役  
柴　崎　正　恭

（注）７
昭和28年４月13日生

昭和51年４月 ジャスコ株式会社（現　イオン株

式会社）入社

(注)５ －

昭和61年９月 同社秘書室・社長秘書

平成６年11月 ジャスコ・ストアーズ香港株式会

社 出向

平成13年11月 株式会社メガスポーツ管理本部長

平成16年５月 株式会社ワーナー・マイカル取締

役管理本部長

平成18年５月 同社常務取締役管理本部長

平成25年５月 当社監査役（現任）

平成25年６月 イオンクレジットサービス株式会

社監査役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

監査役  谷　口　博　司 昭和45年９月27日生

平成６年４月 株式会社ダイエー入社

(注)６ －

平成19年６月 同社財務経理本部経理部

平成23年４月 株式会社日本流通リース出向

平成25年９月 イオン株式会社単体経理部マネー

ジャー（現任）

平成27年５月 当社監査役（現任）

計 20,500
 　
(注) １．平成29年５月23日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

２．黒柳泰子および大重絹子は社外取締役であります。

３．平成29年５月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．平成28年５月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成27年５月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成27年５月21日開催の定時株主総会の終結の時から３年間

７．岩﨑昭二、神部範生および柴崎正恭は社外監査役であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

<コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方>

当社は、「人間尊重の立場に立って新しい価値観を生み、人間的なつながりを大切にし、幸せな出会いを創造し

続け、未来のより豊かな社会づくりに貢献します。」を経営理念として企業価値の最大化をめざし、経営戦略の策

定や経営の意思決定をしており、コーポレート・ガバナンスについては経営上の最も重要な課題のひとつと位置づ

けております。

当社は、透明かつ公正な経営を最優先に考え、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を目指すべく、株主総会

の充実をはかり、取締役会の活性化、監査役の監査機能の強化および積極的な情報開示に取り組んでおります。

 

① 企業統治の体制

１．企業統治の体制の概要

当社は、取締役会および監査役会設置会社です。また、当社の経営意思決定および監督に係る主な経営管理組

織は、以下のとおりであります。

 

（取締役会）

取締役会は社外取締役２名を含む取締役７名で構成されており、経営方針などの最重要事項の意思決定および

業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督しております。取締役会は、毎月１回以上開催することになって

おります。

　

（監査役会）

監査役会は社外監査役３名を含む監査役４名で構成されており、コンプライアンス、リスク管理、企業情報開

示の適正性等について協議、監査するとともに、情報の共有化を図っております。監査役会は、毎月１回以上開

催することになっております。

 

（経営会議）

経営会議は社長及び社内取締役で構成されており、経営状況に関する報告および協議、社長決裁案件や取締役

会議案等の重要事項の事前協議をしております。経営会議は、毎月２回開催しております。

 

（営業会議）

営業会議は社長、社内取締役、部室長及び社長が認める者で構成されており、営業報告、予算実績差異分析お

よび改善策検討、部門からの連絡事項、部門間の課題協議・解決策・改善策の検討等を行っております。営業会

議は、毎月１回開催しております。　　　

 

（内部監査室）

内部監査室は代表取締役社長直属の組織として設置され、専任１名で構成されております。監査役および外部

監査人と連係をはかりながら、年間監査計画に基づき監査を行っております。内部監査の結果は、社長に報告さ

れ、改善事項の提言および改善状況の確認等を行っております。

 

（その他委員会）

内部統制システム、リスク管理、情報セキュリティ等、適切な業務遂行上必要な特定事項に関し、委員会を設

置しております。各委員会は、それぞれの事項に関し、取締役会の協議に資することを目的に、調査、研究およ

び審議を行います。
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[コーポレート・ガバナンス体制　模式図]

　

２．現状の企業統治体制を採用する理由

当社は、社外役員による経営へ牽制機能強化の観点から、社外取締役２名を含む取締役７名からなる取締役会

が取締役の職務の執行を監督し、社外監査役３名を含む４名からなる監査役会が取締役の職務の執行を監査する

という体制をとっております。この企業統治体制により意思決定の透明性が確保され、経営監督機能が十分に働

いていると考えております。

 

３．内部統制システムに関する基本的な考え方およびその整備状況

　（1）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・ 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保し、その社会的責任を果たすた

め、イオン行動規範およびコンプライアンス・ポリシーを取締役および使用人の全員に周知徹底させます。

・ 取締役会は、法令等遵守（以下、「コンプライアンス」といいます。）の体制を含む内部統制システムの整

備の方針および計画について決定するとともに、定期的に運用の状況について報告を受けます。

・ 監査役は、独立した立場から、内部統制システムの整備、運用の状況を含め、取締役の職務執行を監査しま

す。

・ 内部統制基本規程を定め、当該規程に基づき「内部統制システム委員会」ならびにその下部組織として「リ

スク管理委員会」を設置し、また、「リスク管理委員会」の下に「情報セキュリティ委員会」を設置し、こ

れらが連携して、コンプライアンス体制を含む内部統制システムの整備、運用を推進します。

・ 内部統制システム全般を担当する責任者として内部統制担当役員を置きます。また、内部統制担当役員は、

リスク管理担当および情報セキュリティ担当を兼務します。

・ 取締役および使用人に対するコンプライアンスに関する研修や、マニュアルの整備等により、取締役および

使用人のコンプライアンスに関する知識を高め、コンプライアンスを尊重する意識を醸成します。

・ 取締役会は、反社会的勢力との関係遮断のための基本方針を定め、社内体制の整備を行い、反社会的勢力か

らの不当な要求に対して、当社および子会社をあげて組織的に対応する風土を構築します。

 
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・ 取締役会、経営会議その他の重要な会議の意思決定に係る情報、重要な決裁に係る情報、財務に係る情報、

リスクおよびコンプライアンスに関する情報、その他取締役の職務の執行に係る情報を記録、保存、管理

し、必要な関係者が閲覧できる体制を整備します。

・ お客さま情報を含む個人情報が適切に取り扱われるよう、個人情報の安全管理に関する規程を整備し、当社

および子会社全体で個人情報の安全管理を徹底します。

 
（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

44/91



・ 当社および子会社経営に重大な影響を及ぼすリスクを認識し、評価する仕組みを整備するとともに、リスク

管理に関連する規程を整備し、事前予防体制を構築します。

・ 当社および子会社経営に重大な影響を及ぼす不測事態が発生し、または発生する恐れが生じた場合の体制を

事前に整備し、有事の対応を迅速に行うために「リスク管理委員会」を設置します。

・ 「リスク管理委員会」は、経営に重大な影響を及ぼすリスクに対応するためのマニュアル等を整備し、リス

ク管理体制を構築します。

 
（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会において中長期の方向性や課題を基に年度単位の計画を作成し、単年度の計画の進捗を月次で確認し

次月以降の取り組みの見直しを行います。四半期毎の結果および年度の見通しについて、各四半期毎の決算

情報等において開示いたします。

・ 取締役会を毎月１回以上開催し、子会社を含めた当社および子会社全体に関わる重要事項の意思決定および

取締役の職務執行の監督を適切に行います。

・ 取締役会を補完し、経営諸課題に対する迅速かつ適切な対応を図るため、取締役および各部門執行責任者を

中心に構成する経営会議を毎月２回程度開催し、迅速な意思決定と機動的な経営が可能な体制を構築しま

す。

 
（5）当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・ 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

子会社管理規程に基づき、子会社に対し、当社の取締役会または経営会議への事業内容の定期的な報告を求

めます。

・ 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

「リスク管理委員会」は、リスク管理に関連する規程およびマニュアル等に基づいて、子会社を含む当社お

よび子会社全体のリスクを適切に評価し、管理する体制を構築します。

・子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社および子会社全体の重点経営目標および予算配分等を定め、当社および子会社経営を適正かつ効率的に

運営する体制を構築するとともに、子会社管理規程に基づき、子会社の担当部署および担当責任者を置き、

重要案件について事前協議を行うなど、子会社の自主性を尊重しつつ、状況に応じて必要な管理を行いま

す。

・ 子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

イオン行動規範およびコンプライアンス・ポリシーを子会社の取締役および使用人の全員に周知徹底させる

とともに、「リスク管理委員会」は、当社および子会社全体のコンプライアンス管理に必要な体制の整備を

行い、子会社を含む当社および子会社全体のコンプライアンス体制を構築します。

・親会社およびグループ各社との業務の適正を確保するための体制

当社は、イオングループが定期的に開催する分野別部門長会議に参加し、法改正の動向と対策および業務効

率化に資する対処事例等を積極的に有効活用を行います。ただし、具体的対応の決定については、自主的に

決定するものとします。また、親会社およびその子会社との取引については、市場金利および他の取引先と

の取引条件を勘案し、当社の株主利益を損なわない方策を講じるものとします。

 
（6）財務報告の適正性を確保するための体制

当社および子会社における財務報告に関する重要な虚偽記載が発生するリスクを識別、分析し、リスク低減

のため、財務報告に関する規程の整備、業務手順の明確化を行い、毎年、その整備、運用状況の評価を行い

ます。

 
（7）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、業務執行部門から独立した「監査ス

タッフ」として、適切な人材を配置します。

 
（8）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

　「監査スタッフ」の使用人の人事異動、人事評価、懲戒に関しては、監査役会の事前の同意を得るものと

します。
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（9）監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

「監査スタッフ」は、他部署を兼務せず、監査役の指揮命令に従うものとします。

 
（10）監査役への報告に関する体制

・ 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制

取締役および使用人は、当社および子会社経営に重大な影響を及ぼす事態が発生しまたは発生する恐れがあ

るとき、取締役および使用人による違法または不正な行為を発見したとき、監査役から業務執行に関する事

項について報告を求められたとき、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、監査役

へ、速やかに適切な報告を行います。また、各部門を統括する取締役は、監査役会と協議のうえ、適宜、担

当部門のリスク管理体制について報告を行います。

・ 子会社の取締役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制

子会社の取締役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、当社および子会社経営に重大な影響

を及ぼす事態が発生しまたは発生する恐れがあるとき、当該子会社の取締役および使用人による違法または

不正な行為を発見したとき、当社の監査役から当該子会社の業務執行に関する事項について報告を求められ

たとき、その他当社の監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、当社の監査役へ、速やかに

適切な報告を行います。

 
（11）監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体

制

　監査役へ報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、

これを当社および子会社の取締役および使用人全員に周知徹底させます。

 
（12）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用または債務の処理に係る方針に関する事項

 監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年度、一定額の予算を設け、監査役がその職

務の執行について生ずる費用の前払または償還の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でない

ことを証明した場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理します。

 

② 内部監査及び監査役監査

（人員及び手続き）

　内部監査につきましては、独立した内部監査部門として代表取締役社長直属の内部監査室を設置しており、専

任の内部監査室長１名が配置されております。内部監査室長は、年間監査計画に基づく内部監査を実施すること

により、業務活動が効率的・合理的に遂行されていることの確認と問題点の改善指摘を実施しております。

監査役は、各部門の業務執行状況について定期的に業務監査を行っております。また、取締役会やその他重要

な会議への出席や重要な決裁書類等の閲覧等を行い、経営上の意思決定をチェックしております。

 

（内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携、監査と内部統制部門との関係）

内部監査室長は、内部監査計画書の作成時や監査実施後の結果報告等監査役と定期的な情報交換を実施してお

ります。

監査役は、会計監査人の年間監査計画や監査の重点項目をあらかじめ確認するとともに、適宜会計監査の立会

いを実施しております。また、四半期ごとに会計監査人から監査の詳細な報告を受けております。

内部統制部門は、内部監査室、監査役及び会計監査人と内部統制上の問題や進捗状況などの報告や情報交換等

により連携をし、内部統制システムの維持と強化を図っております。
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③ 社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。社外取締役及び社外監査役を選任することで、経営

への監視機能を強化しており、客観性及び中立性を十分に確保できる体制としております。

当社では、社外取締役及び社外監査役の独立性に関する基準または方針は、特に定めておりませんが、選任に

あたっては、東京証券取引所の定める独立役員に関する基準等を参考にしております。また、当社は、社外取締

役の黒柳泰子、社外取締役の大重絹子及び社外監査役の神部範生を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て、同取引所に届け出ております。

 

（社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係）

社外取締役である黒柳泰子は、弁護士であり、株式会社旺文社の社外取締役を兼務しております。当社と株式

会社旺文社との間には取引等の利害関係はなく、当社の社外取締役としての職務遂行に影響を与えるものではあ

りません。

社外取締役である大重絹子は、株式会社人財育成大重塾代表取締役社長を兼務しておりますが、当社と株式会

社人財育成大重塾との間には取引等の利害関係はなく、当社の社外取締役としての職務遂行に影響を与えるもの

ではありません。

社外監査役である岩﨑昭二は、メガペトロ株式会社の非常勤監査役を兼務しております。メガペトロ株式会社

は、当社の親会社であるイオン株式会社の子会社であります。なお、当社は、メガペトロ株式会社との間には取

引等の利害関係はありません。

社外監査役である神部範生は、弁護士であり、リフォームスタジオ株式会社の監査役を兼務しております。リ

フォームスタジオ株式会社は、当社の親会社であるイオン株式会社の子会社であります。なお、当社は、リ

フォームスタジオ株式会社との間に特別の関係はありません。

社外監査役である柴崎正恭は、イオンクレジットサービス株式会社の監査役を兼務しております。イオンクレ

ジットサービス株式会社は、当社の親会社であるイオン株式会社の子会社であるイオンフィナンシャルサービス

株式会社の子会社であります。なお、当社はイオンクレジットサービス株式会社とは、クレジットカードの加盟

店契約を締結しておりますがその他の利害関係はありません。

 

（社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との連携並びに内部統制部

門との関係）

　　社外取締役は、主に取締役会における審議を通して取締役の職務遂行を監督しており、内部監査、監査役監

査、会計監査の監査報告や内部統制部門による運用状況報告に対して、適宜質問や助言を行っております。

社外監査役は、取締役会に出席し取締役の職務執行を監視するとともに、監査役会において適宜必要な情報交

換を図っております。また、会計監査人からの監査報告、内部監査室による内部監査結果報告、等を受け、適宜

質問や助言を行っております。

また、内部統制部門からは、内部統制の運用状況についての報告を監査役会で受け、意見交換を行うことによ

り連携を図っております。

　

④ 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役である黒柳泰子及び大重絹子、社外監査役である神部範生との間で、会社法第427条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額

としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった

職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。
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⑤ 役員の報酬等

１．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

業績連動
報酬

退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

60,141 58,020 2,121 ― ― 5

監査役
(社外監査役を除く。)

14,920 14,920 ― ― ― 2

社外役員 12,000 12,000 ― ― ― 4
 

 

２．提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

３．役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬は、経営環境や他社水準等を考慮し、株主総会において承認された報酬限度額の範囲内にて、取

締役会で決定しております。監査役の報酬は、法令等に定める監査役機能を十分に果たすために必要な報酬額

を、株主総会において承認された報酬限度額の範囲にて、監査役会で協議により決定しております。

 

⑥ 株式の保有状況

１．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                  　　     ４銘柄

貸借対照表計上額の合計額　　1,015,574千円

 

２．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

 

（前事業年度）

　特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

イオンフィナンシャルサービ
ス㈱

379,491 957,076 安定株主として長期保有

マックスバリュ西日本㈱ 43,923 66,850 安定株主として長期保有

㈱イオンファンタジー 38,332 82,682 安定株主として長期保有
 

 

（当事業年度）

　特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

イオンフィナンシャルサービ
ス㈱

379,491 825,013 安定株主として長期保有

マックスバリュ西日本㈱ 43,923 71,989 安定株主として長期保有

㈱イオンファンタジー 38,332 115,570 安定株主として長期保有
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⑦ 会計監査の状況

当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、四半期レビュー及び会計監査を受けておりま

す。監査役・内部監査室および会計監査人は、定期的に監査方針等の協議を行うなど、監査を有効かつ効率的に

行うための連携を図っております。

業務を執行した公認会計士の氏名、監査法人名および継続監査年数並びに監査補助者の構成は以下のとおりで

あります。

 

(業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名および継続監査年数)

 

公認会計士の氏名 所属する監査法人名

樋口　義行
有限責任監査法人トーマツ

草野　耕司
 

(注)　継続監査年数については、２名とも７年以内であるため記載を省略しております。

 

(監査業務に係る補助者の構成)

公認会計士　４名　　　　その他　４名

 

⑧ 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

 

➈ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、株主総会の決議によって行い、総株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数の賛成をもって行う旨および選任決議は、累積投票によらない旨を定款に定めてお

ります。

 

➉ 剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

⑪ 株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項

１．自己株式の取得の決定機関

当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行するこ

とを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株

式を取得できる旨を定款に定めております。

 

２．中間配当の決定機関

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを可能にするため、取締役会の決議によって、毎年8月末日を基

準日として、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）をすることができる旨を定款に定めており

ます。

 

⑫ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の特別決議事項の審議を円滑に行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決議

は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２

以上をもって行う旨を定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 29,200 －

連結子会社 － －

計 29,200 －
 

　

提出会社

当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

29,200  －
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当事業年度）

　　　　　該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、特に定めておりませんが、監査執務時間、当社の規

模および業務の特性等を勘案し決定しております。　
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第５ 【経理の状況】

 

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成27年３月１日から平成28年２月29日まで）については連結財務諸表を作成しており、個別

キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、比較情報として連結キャッシュ・フロー計算書について記載して

おります。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成28年３月１日から平成29年２月28日ま

で）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

連結財務諸表は作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会計基準等の変更等について的確

に対応することができる体制の整備に努めております。

 

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

51/91



１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

 

           (単位：千円)

          
第32期

(平成28年２月29日)
第33期

(平成29年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 121,832 85,919

  売掛金 539,892 538,715

  前払費用 65,717 79,446

  短期貸付金 ※3  70,000 ※3  70,000

  繰延税金資産 42,407 30,928

  関係会社預け金 ※1  1,370,000 ※1  1,210,000

  金銭の信託 ※2  105,000 ※2  74,000

  その他 33,941 25,854

  貸倒引当金 △71,611 △71,520

  流動資産合計 2,277,180 2,043,344

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 391,733 392,228

    減価償却累計額 △251,013 △286,493

    建物（純額） 140,719 105,734

   工具、器具及び備品 474,672 483,070

    減価償却累計額 △341,203 △378,069

    工具、器具及び備品（純額） 133,468 105,000

   リース資産 56,460 56,460

    減価償却累計額 △1,882 △13,174

    リース資産（純額） 54,578 43,286

   有形固定資産合計 328,766 254,021

  無形固定資産   

   ソフトウエア 585,223 781,616

   ソフトウエア仮勘定 51,855 51,705

   電話加入権 3,650 3,650

   無形固定資産合計 640,729 836,971

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,109,609 1,015,574

   敷金 362,443 342,796

   保険積立金 266,129 219,102

   その他 5,362 1,649

   投資その他の資産合計 1,743,544 1,579,122

  固定資産合計 2,713,040 2,670,115

 資産合計 4,990,220 4,713,460
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           (単位：千円)

          
第32期

(平成28年２月29日)
第33期

(平成29年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 38,064 42,944

  リース債務 12,195 12,195

  未払金 53,310 43,811

  未払費用 106,865 92,756

  未払法人税等 54,598 -

  未払消費税等 - 34,952

  前受金 72,495 51,321

  賞与引当金 19,144 16,270

  役員業績報酬引当金 2,107 2,121

  設備関係未払金 34,769 776

  資産除去債務 6,900 8,401

  その他 7,685 5,898

  流動負債合計 408,136 311,450

 固定負債   

  リース債務 47,765 35,569

  繰延税金負債 282,243 250,295

  退職給付引当金 59,911 55,967

  資産除去債務 74,642 71,629

  固定負債合計 464,562 413,461

 負債合計 872,698 724,912

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 454,779 455,494

  資本剰余金   

   資本準備金 460,768 461,481

   資本剰余金合計 460,768 461,481

  利益剰余金   

   利益準備金 60,000 60,000

   その他利益剰余金   

    別途積立金 2,330,000 2,310,000

    繰越利益剰余金 99,535 37,455

   利益剰余金合計 2,489,535 2,407,455

  自己株式 △362 △362

  株主資本合計 3,404,721 3,324,070

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 701,727 652,759

  評価・換算差額等合計 701,727 652,759

 新株予約権 11,072 11,719

 純資産合計 4,117,522 3,988,548

負債純資産合計 4,990,220 4,713,460
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②【損益計算書】

 

           (単位：千円)

          第32期
(自 平成27年３月１日
　至 平成28年２月29日)

第33期
(自 平成28年３月１日
　至 平成29年２月28日)

売上高 3,890,623 3,763,450

売上原価 1,676,872 1,769,841

売上総利益 2,213,750 1,993,609

販売費及び一般管理費 ※1  2,067,567 ※1  1,943,403

営業利益 146,182 50,205

営業外収益   

 受取利息 3,276 2,084

 受取配当金 27,342 28,860

 その他 2,842 3,440

 営業外収益合計 33,461 34,385

営業外費用   

 その他 441 1,077

 営業外費用合計 441 1,077

経常利益 179,202 83,513

特別損失   

 固定資産除却損 3,126 2,718

 賃貸借契約解約損 10,417 1,964

 災害による損失 - 1,933

 特別損失合計 13,544 6,616

税引前当期純利益 165,657 76,896

法人税、住民税及び事業税 74,282 16,146

法人税等調整額 △2,094 24,597

法人税等合計 72,187 40,743

当期純利益 93,470 36,153
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【売上原価明細書】

 

  
第32期

(自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日)

第33期
(自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

媒体費  439,495 26.2 453,188 25.6

コミッション  534,617 31.9 543,314 30.7

情報提供人件費  301,131 18.0 336,437 19.0

情報提供通信費  64,535 3.8 47,259 2.7

イベント費  152,534 9.2 157,173 8.9

業務委託費  39,081 2.3 86,185 4.9

その他  145,478 8.6 146,282 8.2

売上原価合計  1,676,872 100.0 1,769,841 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

 第32期(自　平成27年３月１日　至　平成28年２月29日)

 

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 451,184 457,176 457,176 60,000 2,340,000 117,235 2,517,235

会計方針の変更によ

る累積的影響額
     △3,326 △3,326

会計方針の変更を反映

した当期首残高
451,184 457,176 457,176 60,000 2,340,000 113,908 2,513,908

当期変動額        

新株の発行（新株予

約権の行使）
3,594 3,592 3,592    ―

剰余金の配当      △117,843 △117,843

別途積立金の取崩     △10,000 10,000 ―

当期純利益      93,470 93,470

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 3,594 3,592 3,592 ― △10,000 △14,372 △24,372

当期末残高 454,779 460,768 460,768 60,000 2,330,000 99,535 2,489,535
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △362 3,425,234 708,375 708,375 15,819 4,149,429

会計方針の変更によ

る累積的影響額
 △3,326    △3,326

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△362 3,421,907 708,375 708,375 15,819 4,146,103

当期変動額       

新株の発行（新株予

約権の行使）
 7,187    7,187

剰余金の配当  △117,843    △117,843

別途積立金の取崩  ―    ―

当期純利益  93,470    93,470

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
  △6,648 △6,648 △4,746 △11,395

当期変動額合計 ― △17,185 △6,648 △6,648 △4,746 △28,580

当期末残高 △362 3,404,721 701,727 701,727 11,072 4,117,522
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 第33期(自　平成28年３月１日　至　平成29年２月28日)

 

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 454,779 460,768 460,768 60,000 2,330,000 99,535 2,489,535

会計方針の変更によ

る累積的影響額
     ― ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
454,779 460,768 460,768 60,000 2,330,000 99,535 2,489,535

当期変動額        

新株の発行（新株予

約権の行使）
715 713 713     

剰余金の配当      △118,233 △118,233

別途積立金の取崩     △20,000 20,000 ―

当期純利益      36,153 36,153

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 715 713 713 ― △20,000 △62,079 △82,079

当期末残高 455,494 461,481 461,481 60,000 2,310,000 37,455 2,407,455
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △362 3,404,721 701,727 701,727 11,072 4,117,522

会計方針の変更によ

る累積的影響額
 ―    ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△362 3,404,721 701,727 701,727 11,072 4,117,522

当期変動額       

新株の発行（新株予

約権の行使）
 1,428    1,428

剰余金の配当  △118,233    △118,233

別途積立金の取崩  ―    ―

当期純利益  36,153    36,153

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
  △48,968 △48,968 647 △48,321

当期変動額合計 ― △80,651 △48,968 △48,968 647 △128,973

当期末残高 △362 3,324,070 652,759 652,759 11,719 3,988,548
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④【キャッシュ・フロー計算書】

 

          (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成27年３月１日
　至 平成28年２月29日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前当期純利益 151,647

 減価償却費 207,398

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △204

 賞与引当金の増減額（△は減少） 5,092

 役員業績報酬引当金の増減額（△は減少） △339

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 13,816

 長期未払金の増減額（△は減少） △7,750

 受取利息及び受取配当金 △29,747

 為替差損益（△は益） 10,617

 固定資産除却損 3,126

 売上債権の増減額（△は増加） △39,795

 前払費用の増減額（△は増加） △5,891

 金銭の信託の増減額（△は増加） △15,255

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △22,753

 営業債務の増減額（△は減少） 4,737

 未払金の増減額（△は減少） △8,841

 未払費用の増減額（△は減少） △2,849

 未払消費税等の増減額（△は減少） △67,177

 前受金の増減額（△は減少） △7,750

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △329

 その他 29,592

 小計 217,341

 利息及び配当金の受取額 29,800

 法人税等の支払額 △30,512

 法人税等の還付額 20,111

 営業活動によるキャッシュ・フロー 236,740

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △65,181

 無形固定資産の取得による支出 △87,219

 資産除去債務の履行による支出 △2,121

 敷金の差入による支出 △12,913

 敷金の回収による収入 12,725

 保険積立金の積立による支出 △43,173

 保険積立金の解約による収入 39,869

 投資活動によるキャッシュ・フロー △158,013

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 13

 リース債務の返済による支出 △1,016

 配当金の支払額 △117,843

 財務活動によるキャッシュ・フロー △118,846

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9,170

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △49,289

現金及び現金同等物の期首残高 1,596,534

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,547,244
 

　

 
 
 

          (単位：千円)
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          第33期
(自 平成28年３月１日
　至 平成29年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税引前当期純利益 76,896

 減価償却費 206,946

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △91

 賞与引当金の増減額（△は減少） △2,874

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 14

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,944

 受取利息及び受取配当金 △30,945

 固定資産除却損 2,718

 売上債権の増減額（△は増加） 1,177

 前払費用の増減額（△は増加） △13,729

 金銭の信託の増減額（△は増加） 31,000

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 24,419

 営業債務の増減額（△は減少） 4,880

 未払金の増減額（△は減少） △9,498

 未払費用の増減額（△は減少） △14,109

 未払消費税等の増減額（△は減少） 34,952

 前受金の増減額（△は減少） △21,173

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 581

 その他 764

 小計 287,985

 利息及び配当金の受取額 31,345

 法人税等の支払額 △89,846

 営業活動によるキャッシュ・フロー 229,484

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △13,676

 無形固定資産の取得による支出 △344,021

 資産除去債務の履行による支出 △6,900

 敷金の差入による支出 △338

 敷金の回収による収入 19,985

 保険積立金の解約による収入 49,977

 投資活動によるキャッシュ・フロー △294,971

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 リース債務の返済による支出 △12,195

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 3

 配当金の支払額 △118,233

 財務活動によるキャッシュ・フロー △130,425

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △195,912

現金及び現金同等物の期首残高 1,491,832

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  1,295,919
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準および評価方法

(1) 関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

経済的耐用年数に基づく定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物(建物附属設備) ３～10年

工具、器具及び備品 ３～５年
 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（３年～10年）に基づく定額法を採用しており

ます。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に支給する賞与に備え、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を計上しております。

(3) 役員業績報酬引当金

役員に支給する業績報酬に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、計上し

ております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額法により翌事業

年度から費用処理することとしております。

 

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 
５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(未適用の会計基準等)

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

(1) 概要

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断

に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見

積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。

①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

②（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱

い

⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

(2) 適用予定日

平成30年２月期の期首より適用予定です。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当財務諸表の作成時において評価中です。

 
(貸借対照表関係)

※１　関係会社預け金は、イオン株式会社との金銭消費寄託契約に基づく寄託運用預け金等であります。

 

※２　サービス未提供部分の前受金を保全するため、金融機関に金銭の信託をしているものであります。

 
※３　関係会社に対する資産および負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

 
第32期

(平成28年２月29日)
第33期

(平成29年２月28日)

短期貸付金 70,000千円 70,000千円
 

 
(損益計算書関係)

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は５％、一般管理費に属する費用のおおよその割合は95％であります。

主要な費目および金額は次のとおりであります。

 

 
第32期

(自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日)

第33期
(自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日)

役員報酬 88,931千円 84,905千円

社員給与 266,119千円 265,553千円

社員賞与 68,374千円 61,652千円

フレックス社員等給与 91,640千円 80,548千円

地代家賃 366,550千円 351,193千円

店舗維持費 232,213千円 224,455千円

減価償却費 207,398千円 206,946千円

通信費 114,023千円 105,961千円

事務用消耗品費 162,340千円 129,768千円

賞与引当金繰入額 9,808千円 11,385千円

役員業績報酬引当金繰入額 2,107千円 2,121千円

退職給付費用 14,243千円 14,732千円

貸倒引当金繰入額 1,610千円 1,004千円
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(株主資本等変動計算書関係)

第32期（自　平成27年３月１日　至　平成28年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

　普通株式 3,928,400 13,000 ― 3,941,400

合計 3,928,400 13,000 ― 3,941,400

自己株式     

　普通株式 298 ― ― 298

合計 298 ― ― 298
 

 

（変動事由の概要）

　　新株の発行（新株予約権の行使）

　　　ストック・オプションの権利行使による増加　13,000株

 

２．新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数 当事業
年度末残高
（千円）当事業

年度期首
当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

ストック・オプションとし
ての新株予約権

― ― ― ― ― 11,072

合計 ― ― ― ― 11,072
 

 

３．配当に関する事項

　(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成27年４月９日
取締役会

普通株式 117,843 30 平成27年２月28日 平成27年５月７日
 

 

　(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年４月13日
取締役会

普通株式 118,233 利益剰余金 30 平成28年２月29日 平成28年５月９日
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第33期（自　平成28年３月１日　至　平成29年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

　普通株式 3,941,400 3,000 ̶ 3,944,400

合計 3,941,400 3,000 ̶ 3,944,400

自己株式     

　普通株式 298 ̶ ̶ 298

合計 298 ̶ ̶ 298
 

 

（変動事由の概要）

　　新株の発行（新株予約権の行使）

　　　ストック・オプションの権利行使による増加　    3,000株

 

２．新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数 当事業
年度末残高
（千円）当事業

年度期首
当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

ストック・オプションとし
ての新株予約権

― ― ― ― ― 11,719

合計 ― ― ― ― 11,719
 

 

３．配当に関する事項

　(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成28年４月13日
取締役会

普通株式 118,233 30 平成28年２月29日 平成28年５月９日
 

 

　(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年４月21日
取締役会

普通株式 118,323 利益剰余金 30 平成29年２月28日 平成29年５月９日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　　前事業年度については、キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、比較情報として連結キャッシュ・フ

ロー計算書について記載しております。

 
※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成27年３月１日
 至 平成28年２月28日)

第33期
(自 平成28年３月１日
 至 平成29年２月28日)

現金及び預金 177,244千円 85,919千円

関係会社預け金 1,370,000千円 1,210,000千円

現金及び現金同等物 1,547,244千円 1,295,919千円
 

 
(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産 本社および各店舗における複合機（工具、器具及び備品）であります。

 
②　リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社は、運転資金および設備投資資金を基本として自己資金で賄っております。また、一時的な余剰資金の運用

については安全性の高い金融資産で運用しております。

　なお、デリバティブに関する取引は行っておりません。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　売掛金および敷金は、取引先の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に上場株式であり、市場価格の変動リスクおよび信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金および未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社は、取引先ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や貸

倒れリスクの軽減を図っております。

 

② 市場リスクの管理

　当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

 

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

　当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理して

おります。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該時

価が異なることもあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

前事業年度は、連結での開示をしておりますので、比較情報として連結情報について記載しております。

 
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注２)を参照ください。)。
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前連結会計年度(平成28年２月29日)

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時　価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 177,244 177,244 －

（2）売掛金 539,892 539,892 －

（3）短期貸付金 － － －

（4）関係会社預け金 1,370,000 1,370,000 －

（5）金銭の信託 105,000 105,000 －

（6）投資有価証券 1,106,609 1,106,609 －

（7）敷金 362,812 363,454 641

　資産計 3,661,558 3,662,200 641

（1）買掛金 38,064 38,064 －

（2）未払金 53,310 53,310 －

（3）未払法人税等 54,598 54,598 －

（4）未払消費税等 － － －

（5）設備関係未払金 34,769 34,769 －

　負債計 180,743 180,743 －
 

 

第33期(平成29年２月28日)

 
貸借対照表計上額
（千円）

時　価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 85,919 85,919 －

（2）売掛金 538,715 538,715 －

（3）短期貸付金 70,000   

　　 貸倒引当金 △70,000   

 － － －

（4）関係会社預け金 1,210,000 1,210,000 －

（5）金銭の信託 74,000 74,000 －

（6）投資有価証券    

　　 その他有価証券 1,012,574 1,012,574 －

（7）敷金 342,796 343,192 396

　資産計 3,264,005 3,264,401 396

（1）買掛金 42,944 42,944 －

（2）未払金 43,811 43,811 －

（3）未払法人税等 － － －

（4）未払消費税等 34,952 34,952 －

（5）設備関係未払金 776 776 －

　負債計 122,485 122,485 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

（1）現金及び預金、（2）売掛金、（4）関係会社預け金および（5）金銭の信託

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（3）短期貸付金

　短期貸付金については、回収見込額に基づいて貸倒見積高を算定しているため時価は決算日における貸借対

照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

（6）投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

（7）敷金

　敷金の時価については、一定の債権分類ごとに合理的に見積もった償還予定時期に基づき、リスクフリー・

レートで割り引いた現在価値により算定しております。

負債

（1）買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等、（4）未払消費税等および（5）設備関係未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

（単位：千円）

区分 前連結会計年度 第33期

非上場株式 3,000 3,000
 

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（5）投資

有価証券」には含めておりません。

 

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　前連結会計年度（平成28年２月29日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 177,244 － － －

売掛金 539,892 － － －

関係会社預け金 1,370,000 － － －

金銭の信託 105,000 － － －

合計 2,192,137 － － －
 

 

　第33期（平成29年２月28日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 85,919 － － －

売掛金 538,715 － － －

関係会社預け金 1,210,000 － － －

金銭の信託 74,000 － － －

合計 1,908,634 － － －
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(有価証券関係)

その他有価証券

前事業年度は、連結での開示をしておりますので、比較情報として連結情報について記載しております。

 
前連結会計年度(平成28年２月29日)

 

 区分
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 1,106,609 76,143 1,030,465

小計 1,106,609 76,143 1,030,465

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 1,106,609 76,143 1,030,465
 

 

第33期(平成29年２月28日)

 区分
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 1,012,574 76,143 936,430

小計 1,012,574 76,143 936,430

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 1,012,574 76,143 936,430
 

 

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

親会社であるイオン株式会社および同社の主要国内関係会社で設立している確定給付型の企業年金基金制度ならび

に確定拠出年金制度および退職金前払制度を設けております。

　

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（千円）

 
第32期

(自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日)

第33期
(自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日)

退職給付債務の期首残高 246,045 263,095

　会計方針の変更による累積的影響額 2,451 －

会計方針の変更を反映した期首残高 248,496 263,095

勤務費用 7,535 8,594

利息費用 3,230 2,367

数理計算上の差異の発生額 14,512 7,086

退職給付の支払額 △10,680 △11,137

退職給付債務の期末残高 263,095 270,006
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(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（千円）

 
第32期

(自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日)

第33期
(自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日)

年金資産の期首残高　　　　　　　　※ 190,242 193,475

期待運用収益 4,444 4,856

数理計算上の差異の発生額 786 11,808

事業主からの拠出額 11,381 10,790

退職給付の支払額　　　　　　　　※ △10,680 △11,137

その他 △2,698 ̶

年金資産の期末残高　　　　　　　　※ 193,475 209,794
 

　※「年金資産の期首残高」および「退職給付の支払額」ならびに「年金資産の期末残高」は、当社の親会社である

イオン株式会社および同社の主要な国内関係会社で設立している確定給付型の企業年金基金制度における退職給

付債務の金額の割合に応じて按分計算した金額であります。

 
(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

（千円）

 
第32期

(自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日)

第33期
(自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日)

積立型制度の退職給付債務 263,095 270,006

年金資産 △193,475 △209,794

 69,619 60,212

未認識数理計算上の差異 △9,708 △4,245

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 59,911 55,967

   
退職給付引当金 59,911 55,967

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 59,911 55,967
 

　

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（千円）

 
第32期

(自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日)

第33期
(自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日)

勤務費用 7,535 8,594

利息費用 3,230 2,367

期待運用収益 △4,444 △4,856

数理計算上の差異の費用処理額 △480 740

確定給付制度に係る退職給付費用 5,841 6,846
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(5) 年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。　　　　　　　　　　　（千円）

 
第32期

(平成28年２月29日)
第33期

(平成29年２月28日)

債券 55.5％ 53.8％

株式 14.0％ 18.7％

生命保険の一般勘定 14.7％ 14.2％

その他　　　　　　　　　　　　　　※ 15.8％ 13.3％

合計 100.0％ 100.0％
 

　※その他には、主として現金、オルタナティブ投資が含まれております。

　

②　長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多

様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎(加重平均で表わしております。)

 
第32期

(自　平成27年３月１日
至　平成28年２月29日)

第33期
(自　平成28年３月１日
至　平成29年２月28日)

割引率 0.9％ 0.8％

長期期待運用収益率 2.37％ 2.51％
 

　(注)なお、上記の他に平成28年3月31日を基準日として算定した年齢別昇給指数を使用しております。

 
３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、第32期10,054千円、第33期10,422千円であります。

 
４．退職金前払制度

退職金前払制度の要支給額は、第32期406千円、第33期340千円であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

70/91



 

(ストック・オプション等関係)

前事業年度は、連結での開示をしておりますので、比較情報として連結情報について記載しております。

 
１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

 前連結会計年度 第33期

販売費及び一般管理費 2,427千円 2,072千円
 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

決議年月日 平成20年３月27日 平成21年４月６日 平成22年４月６日 平成23年４月５日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役５ 当社取締役６ 当社取締役６ 当社取締役５

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　8,500 普通株式　9,500 普通株式　9,500 普通株式　4,300

付与日 平成20年４月21日 平成21年４月21日 平成22年４月21日 平成23年４月21日

権利確定条件 ― ― ― ―

対象勤務期間 ― ― ― ―

権利行使期間
平成20年５月21日
～平成35年５月20日

平成21年５月21日
～平成36年５月20日

平成22年５月21日
～平成37年５月20日

平成23年５月21日
～平成38年５月20日

 

　　

 第５回新株予約権 第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

決議年月日 平成24年４月５日 平成25年４月９日 平成26年４月18日 平成27年４月９日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役６ 当社取締役６ 当社取締役６ 当社取締役５

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　11,500 普通株式　9,500 普通株式　4,100 普通株式　3,700

付与日 平成24年４月21日 平成25年５月１日 平成26年５月10日 平成27年５月１日

権利確定条件 ― ― ― ―

対象勤務期間 ― ― ― ―

権利行使期間
平成24年５月21日
～平成39年５月20日

平成25年６月１日
～平成40年５月31日

平成26年６月10日
～平成41年６月９日

平成27年６月１日
～平成42年５月31日

 

　

 第９回新株予約権

決議年月日 平成28年４月13日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役５

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　3,500

付与日 平成28年５月２日

権利確定条件 ―

対象勤務期間 ―

権利行使期間
平成28年６月１日
～平成43年５月31日
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

第33期(平成29年２月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい

ては、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第4回新株予約権

決議年月日 平成20年３月27日 平成21年４月６日 平成22年４月６日 平成23年４月５日

権利確定前（株）     

　前事業年度末 ― ― ― ―

　付与 ― ― ― ―

　失効 ― ― ― ―

　権利確定 ― ― ― ―

　未確定残 ― ― ― ―

権利確定後（株）     

　前事業年度末 1,000 2,000 2,000 500

　権利確定 ― ― ― ―

　権利行使 1,000 1,000 1,000 ―

　失効 ― ― ― ―

　未行使残 ― 1,000 1,000 500
 

 

 第５回新株予約権 第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

決議年月日 平成24年４月５日 平成25年４月９日 平成26年４月18日 平成27年４月９日

権利確定前（株）     

　前事業年度末 ― ― ― ―

　付与 ― ― ― ―

　失効 ― ― ― ―

　権利確定 ― ― ― ―

　未確定残 ― ― ― ―

権利確定後（株）     

　前事業年度末 1,000 6,000 3,000 3,700

　権利確定 ― ― ― ―

　権利行使 ― ― ― ―

　失効 ― ― ― ―

　未行使残 1,000 6,000 3,000 3,700
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 第９回新株予約権

決議年月日 平成28年４月13日

権利確定前（株）  

　前事業年度末 ―

　付与 3,500

　失効 ―

　権利確定 3,500

　未確定残 ―

権利確定後（株）  

　前事業年度末 ―

　権利確定 3,500

　権利行使 ―

　失効 ―

　未行使残 3,500
 

 

②　単価情報

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

決議年月日 平成20年３月27日 平成21年４月６日 平成22年４月６日 平成23年４月５日

権利行使価格(円) 1 1 1 1

行使時平均株価(円) 848 848 848 ―

付与日における公正な
評価単価（円）

472 422 531 503
 

 

 第５回新株予約権 第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

決議年月日 平成24年４月５日 平成25年４月９日 平成26年４月18日 平成27年４月９日

権利行使価格(円) 1 1 1 １

行使時平均株価(円) ― ― ― ―

付与日における公正な
評価単価（円）

583 611 589 656
 

 

 第９回新株予約権

決議年月日 平成28年４月13日

権利行使価格(円) 1

行使時平均株価(円) ―

付与日における公正な
評価単価（円）

592
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３．当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

（1）使用した算定技法　　ブラック・ショールズ式

（2）主な基礎数値及び見積方式

株価変動性　　　　　　（注１） 17.24％

予想残存期間　　　　　（注２） 7.5年

予想配当　　　　　　　（注３） 30円/株

無リスク利子率　　　　（注４） -0.17％
 

（注）１．予想残存期間と同期間の過去株価実績に基づき算定しております。

２．権利行使期間の中間点において行使されたものとして算定しております。

３．平成28年２月期の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する国債の利回りであります。

 
４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1) 流動の部

 

 
第32期

(平成28年２月29日)
第33期

(平成29年２月28日)

繰延税金資産   

　貸倒引当金 22,960千円 21,400千円

未払事業税 4,249千円 ̶　千円

賞与引当金 6,279千円 4,994千円

その他 8,918千円 4,533千円

繰延税金資産合計 42,407千円 30,928千円
 

 

(2) 固定の部

 

 
第32期

(平成28年２月29日)
第33期

(平成29年２月28日)

繰延税金資産   

   

減価償却 15,973千円 4,515千円

退職給付引当金 19,311千円 17,113千円

資産除去債務 23,981千円 21,858千円

その他 8,496千円 8,259千円

繰延税金資産小計 67,762千円 51,747千円

評価性引当額 △11,721千円 △11,376千円

繰延税金資産合計 56,041千円 40,370千円

繰延税金負債   

資産除去債務に対応する
除去費用

△9,547千円 △6,994千円

その他有価証券評価差額金 △328,738千円 △283,671千円

繰延税金負債合計 △338,285千円 △290,666千円

繰延税金負債の純額 △282,243千円 △250,295千円
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

 

 
第32期

(平成28年２月29日)
第33期

(平成29年２月28日)

法定実効税率 35.4％ 32.8％

(調整)   

住民税均等割 9.0％ 19.2％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△2.9％ △2.5％

評価性引当額の増減 △3.4％ 0.3％

税率変更 4.1％ 4.2％

その他 1.4％ △1.0％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

43.6％ 53.0％
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

 「所得税法等の一部を改正する法律（平成28年法律第十五号）」および「地方税法等の一部を改正する等の法律（平

成28年法律第十三号）」が平成28年3月29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産および繰延税金

負債の計算（ただし、平成29年3月1日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.1％か

ら、平成29年3月1日に開始する事業年度および平成30年3月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につ

いては30.7%、平成31年3月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.5%にそれぞれ変

更されています。

　その結果、繰延税金負債が11,636千円減少し、法人税等調整額(借方)が3,244千円増加し、その他有価証券評価差額

金(貸方)が14,881千円増加しております。

 
(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

　本社・営業拠点の建物賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から5～10年と見積り、割引率は0.071％～1.029％を使用して資産除去債務の金額を計算してお

ります。

 

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 

 
前連結会計年度

(自 平成27年３月１日
 至 平成28年２月29日)

第33期
(自 平成28年３月１日
 至 平成29年２月28日)

期首残高 72,551千円 81,542千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 9,016千円 5,063千円

時の経過による調整額 332千円 325千円

資産除去債務の履行による減少 △358千円 △6,900千円

期末残高 81,542千円 80,030千円
 

 ※前事業年度は、連結での開示となっておりますので、比較情報として連結情報を記載しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当社は、結婚相手紹介サービス業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成27年３月１日　至　平成28年２月29日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の額が連結貸借対照表の有形固定資産の額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略して

おります。

 

第33期（自　平成28年３月１日　至　平成29年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の額が貸借対照表の有形固定資産の額の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しており

ます。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

　　　前事業年度は、連結での開示となっておりますので、比較情報として連結情報を記載しております。
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(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　前連結会計年度(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
イオン株式会
社

千葉県
千葉市
美浜区

220,007
純粋持株会
社

直接 64.88
間接　4.06

資金運用等
資金の寄託
運用等
利息の受取

30,000
2,225

関係会社預
け金

1,370,000

 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．資金の寄託運用等の取引金額は、当連結会計年度中の減少額を記載しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　寄託運用資金の適用金利は、市場金利を勘案し決定することにしております。

　　　運用にあたっては、内規に基づき預入の都度取締役会承認を経て決定しております。

 

　第33期(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
イオン株式会
社

千葉県
千葉市
美浜区

220,007
純粋持株会
社

直接 64.83
間接　4.06

資金運用等
資金の寄託
運用等
利息の受取

160,000
1,018

関係会社預
け金

1,210,000

 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．資金の寄託運用等の取引金額は、当事業年度中の減少額を記載しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　寄託運用資金の適用金利は、市場金利を勘案し決定することにしております。

　　　運用にあたっては、内規に基づき預入の都度取締役会承認を経て決定しております。

 

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　前連結会計年度(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

　　　　該当事項はありません。

 
　第33期(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金又
は出資金
(百万タイ
バーツ)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
ZWEI(THAILAND)
CO.,LTD.

タイ王国 10
結婚相手紹
介サービス

直接 90.57 役員の兼任 利息の受取 1,049 短期貸付金 70,000

 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　貸付金の適用金利は、市場金利を勘案し決定することにしております。

 
２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

イオン株式会社（東京証券取引所に上場）　

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

関連会社がないため、該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

78/91



 

(１株当たり情報)

前事業年度は、連結での開示をしておりますので、比較情報として連結情報を記載しております。
 

 
前連結会計年度

(自 平成27年３月１日
　至 平成28年２月29日)

第33期
(自 平成28年３月１日
　至 平成29年２月28日)

１株当たり純資産額 1,050円40銭 1,008円29銭

１株当たり当期純利益金額 21円56銭 9円17銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

21円41銭 9円12銭
 

(注) １．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。
 

 
前連結会計年度

(自 平成27年３月１日
　至 平成28年２月29日)

第33期
(自 平成28年３月１日
　至 平成29年２月28日)

１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益(千円) 84,780 36,153

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る当期純利益(千円) 84,780 36,153

 普通株式の期中平均株式数(株) 3,931,915 3,941,340

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額(千円) － －

 普通株式増加数(株) 27,738 21,839

 (うち新株予約権)(株) (27,738) (21,839)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

―
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２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(平成28年２月29日)

第33期
(平成29年２月28日)

純資産の部の合計額(千円)  4,150,823 3,988,548

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 11,072 11,719

(うち新株予約権)(千円) (11,072) (11,719)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 4,139,751 3,976,829

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

3,941,102 3,944,102
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

 建物 391,733 5,573 5,078 392,228 286,493 38,351 105,734

 工具、器具及び備品 474,672 13,357 4,959 483,070 378,069 41,201 105,000

　リース資産 56,460 － － 56,460 13,174 11,292 43,286

有形固定資産計 922,865 18,930 10,037 931,758 677,737 90,845 254,021

無形固定資産        

 ソフトウエア 726,955 312,493 71,598 967,850 186,234 116,101 781,616

　ソフトウエア仮勘定 51,855 51,705 51,855 51,705 － － 51,705

　その他 3,650 － － 3,650 － － 3,650

無形固定資産計 782,461 364,199 123,453 1,023,206 186,234 116,101 836,971

長期前払費用 9,319 3,976 5,093 8,202 6,553 5,765 1,649
 

　（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　　　ソフトウエア　　 　会員マイページサービス（ＭＰＳ） 233,549千円

　　　　　　　　　　　　　　 　基幹システム関連　　　　　　　　 41,729千円

                               ウエブシステム　　　　　　　　　 17,454千円

　　　　　　ソフトウエア仮勘定　会員マイページサービス（二次開発）39,960千円

       ２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　　　ソフトウエア　　 　償却済ソフトウエアの除却　　　   33,353千円

 
【社債明細表】

該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 12,195 12,195 － ―

リース債務(１年以内に返済予定のも
のを除く。)

47,765 35,569 －
平成30年３月31日～
平成33年１月31日

合計 59,960 47,765 － ―
 

(注) １．リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸借対照表

に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２．リース債務（１年以内返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額
 

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

リース債務 12,195 12,195 11,179 －
 

　

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 71,611 1,520 1,095 515 71,520

賞与引当金 19,144 16,270 19,144 － 16,270

役員業績報酬引当金 2,107 2,121 2,072 35 2,121
 

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

２．役員業績報酬引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、引当金と支払額との差額の取崩額でありま

す。

 
【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、資

産除去債務明細表の記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 2,551

預金  

 当座預金 1,256

 普通預金 79,447

 別段預金 382

 その他 2,281

計 83,368

合計 85,919
 

 

②　売掛金

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

会員（月会費請求） 459,281

一般財団法人地域社会ライフプラン協会 16,952

イオンクレジットサービス株式会社 12,521

新潟県 11,945

株式会社ジェイシービー 5,528

その他 32,486

合計 538,715
 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

 

539,892 3,968,639 3,969,816 538,715 88.1 49.6
 

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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③　関係会社預け金

 

相手先 金額（千円）

イオン株式会社 1,210,000

合計 1,210,000
 

 

④　投資有価証券

 

銘柄 金額（千円）

イオンフィナンシャルサービス株式会社 825,013

株式会社イオンファンタジー 115,570

マックスバリュ西日本株式会社 71,989

その他 3,000

合計 1,015,574
 

 

⑤　敷金

 

相手先 金額（千円）

新日鉄興和不動産株式会社 71,560

第二吉本ビルディング株式会社 22,200

株式会社帝国ホテル 21,865

大和証券オフィス投資法人 20,196

イオンモール株式会社 19,813

その他 187,160

合計 342,796
 

 

⑥　保険積立金

 

相手先 金額（千円）

日本生命保険相互会社 219,102

合計 219,102
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⑦　買掛金

 

相手先 金額（千円）

イオンアイビス株式会社 7,913

アルファアーキテクト株式会社 6,472

株式会社アイレップ 5,583

株式会社アサツーディ・ケイ 3,956

株式会社ベーシック　　　　　　　　　　　 1,049

その他 17,969

合計 42,944
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(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (千円) 993,702 1,904,166 2,832,665 3,763,450

税引前四半期(当期)
純利益金額又は税引
前四半期純損失金額
(△)

(千円) △19,455 36,804 8,774 76,896

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失
(△)

(千円) △17,571 15,298 △5,884 36,153

１株当たり四半期
(当期)純利益又は四
半期純損失(△)

(円) △4.45 3.88 △1.49 9.17

 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純
利益又は四半期純損
失(△)

(円) △4.45 8.34 △5.37 10.66
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ３月１日から２月末日

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月末日
２月末日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号   三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号   三井住友信託銀行株式会社

　取次所 ―

　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告により
公告することができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
公示掲載URL　　http://www.zwei.com/zwei/ir/koukoku/index.html

株主に対する特典 株主優待  入会時割引の優待券
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度（第32期）（自　平成27年３月１日　至　平成28年２月29日）平成28年５月25日関東財務局長に提出。　

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度（第32期）（自　平成27年３月１日　至　平成28年２月29日）平成28年５月25日関東財務局長に提出。　

 

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第33期第１四半期（自　平成28年３月１日　至　平成28年５月31日）平成28年７月14日関東財務局長に提出。

第33期第２四半期（自　平成28年６月１日　至　平成28年８月31日）平成28年10月14日関東財務局長に提出。

第33期第３四半期（自　平成28年９月１日　至　平成28年11月30日）平成29年１月13日関東財務局長に提出。　

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づく

臨時報告書

平成28年５月25日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ツヴァイ(E05433)

有価証券報告書

89/91



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成29年５月23日
 

株式会社ツヴァイ

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　樋　　口　　義　　行　　㊞

 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　草　　野　　耕　　司　　㊞
 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ツヴァイの平成28年３月１日から平成29年２月28日までの第33期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、　　　

株式会社ツヴァイの平成29年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ツヴァイの平成29年

２月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社ツヴァイが平成29年２月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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